
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

3801

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

是非お願いします．とこ
ろで左の「完結にまとめ
てください」って誤字でし
ょ．

国立大学から私立大学
に移って知りました．国
立大学は私大の経営努
力を見習うべきです．

3802
民間
企業

20～
29歳

農林
水産
省

26107

イノベーショ
ン創出基礎
的研究推進
事業

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。
何事においても基礎は
重要。革新的な技術の
実用化に期待。

3803

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

理化学研究所におけ
る、不安定原子核ビー
ムを用いた原子核物理
学の実験的研究を発展
させるRIビームファクト
リー計画は、いままで以
上に強力に推進するべ
きである。加速器自体
はすでに完成したので
あるから、今後は、その
運転と物理実験の遂行
のためにも費用を投じ、
物理の成果を上げてい
かなければならない。
先端加速器科学、原子
核物理学を含む、基礎
科学全般で、日本が世
界最高水準を維持する
ことは、応用科学の進
歩を促し、日本の長期
的・本質的な発展に寄
与することにうたがいは
ないからである。

RIビームファクトリーの
加速器および測定装置
はどれを取っても世界
最高水準のものばかり
であり、これこそまさに
世界から待望されてい
たものである。特にこの
実験施設の完成によっ
て、日本の原子核物理
学実験は世界を確実に
リードすることができる
はずであるのに、現在
はその運転資金が1年
のうちの5か月分しかな
いとのことである。これ
では折角建設したこの
施設の本領を発揮する
ことができない。この施
設を十分に活かして物
理学全体を発展させる
ためにも本計画を推進
することは不可欠であ
る。

3804

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

良い施策と思います。
活用したい施策です。 
ただ、今年度の採択課
題を見ても大学からの
提案課題がメインに見
受けられます。 
この施策は大学等の学
術研究成果を「ものづく
り」につなぐことが目的
なので、公設研究機関
から提案される課題の
採択数を増やせば施策
の費用対効果が上がる
ように思われるのです
が・・・。

公設研究機関は、研究
部門や品質管理部門を
持たない地域中小企業
の研究室的役割や試験
室（製品のクレーム対
応）的役割を持ってお
り、日頃から地域企業
の技術相談、ニーズを
常に受けている。かつ、
地域企業に最先端技術
を紹介するために、日
頃から大学等の基礎研
究やシーズを能動的に
調査、研究している。こ
のような研究機関から
提案される課題は実用
化に直結しており、大学
等の先端的シーズも含
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まれているから。

3805

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソース事業は
生命科学研究の発展に
必須であり、現在の事
業を継続するのみなら
ず、さらに充実させ推進
すべきである。

メダカの系統、遺伝子
のリソースなど我が国
にしかなく他で代替でき
ないものも多く、今後も
維持、推進をすべきで
ある。また酵母の株、プ
ラスミドなど我が国特有
のリソースでないものに
ついても、一つの拠点
に集められていること、
その拠点が国内にある
ため入手の時間、費用
など有利な点が多く、こ
れらについても今後も
維持、推進をすべきで
ある。

3806

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

数理分野では，欧米の
諸大学はもとより，日本
以外の各国において
は，純粋理論と応用理
論の連携はごく当然の
こととして行われてい
る．基幹大学において
は，従来の教育，研究
機関に加えて「数学セン
ター」という研究基盤組
織を新設し，最先端の
研究者による諸分野と
の連携が始まってい
る．例えば中国におい
ては，北京大学，清華
大学，南開大学には既
に存在するほか，復旦
大学においても南部中
国を包括する「数学セン
ター」設置が決まってい
る．我が国においては
このような機関は皆無
であり，このままでは数
学のみならず，あらゆる
理工系分野の発展に遅
れをとるであろう．ワー
クショップの開催などと
いうのんきなことではな
く，基盤研究所の設置
により内外からアクティ
ブな研究者を集めると
同時に，諸企業との連
携も深め，若手の育
成，諸分野との連携を
計ることは急務である．

日本には数学の純粋，
応用，更には諸分野と
の連携を目指す教育，
研究機関が皆無である
ため，若手は数学を学
ぶと「教員になる」か「研
究者になる」という狭い
視野にとらわれることに
なり，また，教員も自分
の後継者を養成するこ
とのみに目がいきがち
である．若くフレキシブ
ルな人材に，多くの関
係諸分野に目を向けさ
せる機会を作ることによ
り，数理の知識が広い
分野に役立ち，更なる
発展を引き起こし，雇用
の機会もふやすといっ
た効果が期待される．
国家の支援なくしては
個々の大学でこうした
取り組みは不可能であ
る．コンピュータや通信
機器の発達に伴い，現
在ほど諸分野に数理が
関わる時代はなかっ
た．今後の日本の発展
のために，ぜひともこう
した数学・数理科学と他
分野の連携拠点形成支
援を要望したい．

日本は海に囲まれた島
国です。利用できる陸
地には限りがあり、海を
活用しないわけには行
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3807
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

きません。特に食料問
題に関しては、部分的
には海外からの食糧輸
入があったとしても、自
給できることは重要で
す。「海の環境維持改
善」と「海で食料をつく
る」テーマは非常に重
要と考え、日本近海の
海洋を研究し、養殖に
つながる事業を切望し
ます。

食の安全が問われてい
ます。日本の近隣には
「豊かな海」があり、そこ
で、安心して食べること
のできる食料を自前で
確保できることは、基本
中の基本テーマと考え
ます。

3808

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

推進す
べきでは
ない

推進すべきではないと
考える

既存の大学院教育に加
えて、追加の教育プロ
グラムを重複させて走
らせるのは、人材と資
金の無駄使いであると
考える。新たなものを新
しく一から作ることより、
既存のシステムを改善
していくほうが効率的で
あり、対費用効果も高
いと考える

3809
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。 
地球温暖化対策などに
力を入れるべき。

環境問題は日本がリー
ドしていく問題だと思う。
植物の力をもっと引き
出してほしい。

3810

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

私自身も博士課程後期
への進学を考えていま
すが、博士課程に進学
する学生にとって特別
研究員の制度があるこ
とは大変心強いです。
日本の大学においては
博士課程後期になって
も授業料を払わなけれ
ばならず、また、親から
の仕送りにも頼れない
場合が多く有ります。そ
うなるともう奨学金しか
ありませんが（アルバイ
トをすると研究時間が
短くなるため）、ドクター
コースにいってまで奨学
金をもらうとものすごい
額の借金になってしま
います。特別研究員の
制度があれば才能とや
る気のあるドクターコー
スの学生を増やすこと
にもつながると思いま
す。

海外ではドクターコース
の学生は授業料もなく、
お金をもらって研究する
のが当たり前の大学も
少なくありません。日本
の大学においてドクター
の学生が研究を支えて
いると言っても過言では
ない状態なのに、ドクタ
ーコースの学生に対す
る認識や援助が低すぎ
ると思います。ドクター
コースに進む学生はほ
とんどの場合将来研究
職に就きたいと考えて
います。科学の進展を
願うならドクターコース
の学生が研究に専念で
きるような制度を充実さ
せるべきだと思います。

固体ロケットシステム技
術は、独自路線で成功
していたのに、研究機

地球周回軌道、あるい
はL2へ数百Kgの衛星を
うち上げる技術は、理
学研究には非常に重要
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3811

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

関の合併により、途切
れてしまったと言える。
小型の科学衛星によ
る、理学研究の重要度
は極めて高い。大型の
ロケットによる、数百億
円の衛星による研究に
も勝る、宝石のようなプ
ロジェクトもいくつもあ
る。このような理学研究
の火をたやさないため
にも、固体ロケットシス
テムの開発を続けるべ
きである。

であり、重要度の高い
衛星計画がたくさんあ
る。国内でこれらの衛星
が打ち上げられないと
すれば、米国space-X
社のfalconロケットへ行
かざるを得ないが、国
内の産学に蓄積された
科学衛星の技術が失わ
れてしまう可能性があ
る。そういう事を避ける
ためにも、この固体ロケ
ットシステムの開発は推
進・継続すべきである。

3812

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24114

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球環
境予測・ 統
合解析に向
けた衛星観
測データの
高度化」

このまま
推進す
べき

様々な衛星等から得ら
れたデータを効率的に
整理し、解析、利用に供
する必要があることか
ら、データを利用しやす
い形態への高度化を進
める本施策を進めるべ
きである。 

地球環境を守るための
対策を行うため、地球
観測データ等を集約し、
利用しやすい形態に加
工する必要がある。 
環境を守るためには地
球規模で対応する必要
があり、人工衛星データ
の活用が効率的と思わ
れる。

3813

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

是非お願いします．

このホームページの責
任者の方は内閣府の方
ですか？国立大学（多
分東大？）卒ですよ
ね？左の「完結にまと
めてください」って誤字
ですよ．ほらぁ，人財強
化が急務ですって．

3814

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、ライフサイエ
ンス研究に必須な実験
用動植物などの収集・
保存・提供を行う事業で
あり、我が国の研究水
準の維持・向上にとって
必要である。

バイオリソースの確保
には継続的かつ戦略的
な整備が必要である。
また、リソースを一元的
に管理することにより、
研究の効率化が期待さ
れる。

3815
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

がんは身体のあらゆる
部位に発症します。起
因も様々です。基礎研
究が大事かと思います
が、企業に基礎研究は
難しいと思います。大学
や国の機関が国費を使
って大胆に研究しその
成果を企業、医療機関
等に還元することによ
り、治療薬、治療法の
研究に進めていくこと
が、私たち国民にとって

私の友人は37歳で胃が
んのため亡くなりまし
た。従弟の子供は中学
生で白血病で治療に励
んでいます。義父も現
在肺がんの治療を受け
ています。近所には働
き盛りのご主人を胃が
ん、肺がんで亡くされた
方、乳がんの手術をさ
れた方、顎にがんを発
症した方と身近にあまり
にも多くの人が何らか
のがんを発症していま
す。部位も様々です。治
療法や治療薬も進歩は
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真に有意義な税金の使
用法かと思う。

しているかと思います
が、まずは基礎研究を
しっかりやらないと、い
つまでたっても根絶は
難しいと思います。

3816
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24107

(独)理化学研
究所運営費
交付金『環
境・エネルギ
ー科学研究
事業(内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究)』

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。

自然科学の研究所とし
て世界最先端の技術を
発揮してほしい。 
新たなバイオ製品に期
待。

3817

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究の充実は国の
力の長期的な源泉であ
り、推進すべきである。
すぐに役に立つものも
立たないものもあり、役
に立たないと印象を持
たれるテーマについて
は、一部の国民から反
発があるかもしれない
が、推進すべきである。
浅くとも広いテーマに研
究費を継続的に配分す
る必要がある。

グリーン、ライフなどの
その時々のテーマも重
要であるが、次の時代
にはまた新しいテーマ
が出て来る。広く浅く基
礎研究を継続しなけれ
ば、新しいテーマが出て
来たときに対応できな
い。また有益性の評価
も時代によって変わるも
のである。ホットトピック
ばかりに注力するのは
長期的に見てマイナス
である。

3818

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

このまま
推進す
べき

私大での学術研究をサ
ポートして下さい．

私大の研究者の能力を
活かせるように，インフ
ラ整備が必要です．

3819

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COE プログ
ラム

このまま
推進す
べき

日本の科学技術分野で
の国際競争力は，分野
にもよるが， 
欧米の後塵を拝する形
となってしまっている部
分も多い． 
優れた研究者等を養成
するための本施策は非
常に有益であり， 
このまま推進すべきと
考える．

大学院博士後期課程へ
の進学は，研究能力の
向上という点でのメリッ
トが考えられるが，本施
策による国際的なコミュ
ニケーション能力の向
上を目指した取り組み
が，今後の我が国の発
展に大きく関わってくる
と考えている．一層の推
進を願う．

3820

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

サイエンスインカレは不
要だと考える

研究分野の異なる学生
間で優劣を競いあうこと
は不可能であり、類似
の研究分野間で競争す
るのなら、学会発表で
十分であるから

5



3821

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24121
脳科学振興
プログラム

このまま
推進す
べき

脳プロは、Brain 
Machine Interfaceを通
して、脳機能の解明お
よび感覚・運動系の障
害に対する機能回復を
目指しており、時宜を得
たプログラムである。

脳科学は２１世紀の最
後のfrontieｒと言われて
おり、脳の機構解明は、
科学的に意義があるだ
けでなく、感覚および運
動系のBMIにより、現在
有効な治療法のない多
くの患者さんに対して、
社会復帰が可能になる
可能性がある。

3822

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119

ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト
（NBRP)事業

このまま
推進す
べき

微生物学の研究者にと
って大変有益な研究基
盤事業なのでぜひ継続
をお願いしたい。

必要な微生物を必要な
時に取得可能なので研
究効率が格段に上が
る。

3823

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の研究者の研究活
動を支える重要な事業
であり，予算規模の維
持ないしは拡充が必要
である。

大学等の研究機関が所
属する構成員に配分で
きる研究費は限りがあ
る。しかしながら，民間
企業が潤沢に研究費を
投入しない分野にも 
日本の科学技術の発展
には欠かせない分野が
ある。当該事業では，広
く個人の研究分野の光
をあて，日本の科学技
術の底上げを担ってい
る重要な施策であるた
め。

3824

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

 
 科学技術振興は国民
生活の向上の観点から
も非常に重要な施策で
あると考える。基礎研
究、応用研究を問わず
幅広く予算配分を行う
べきである。

  
これからの科学技術の
発展のためには若手研
究者や女性研究者の育
成も重要な課題であ
る。  
 科学技術力が諸外国
と比較して劣ることとな
れば、我が国の発展は
望めない。 
 科学技術の振興は強
力に推し進めるべきで
ある。

3825

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発デ
ータの高度
化」

このまま
推進す
べき

いつでも、どこでも、ブ
ロードバンドインターネ
ット接続ができるよう、
船舶・航空機からの通
信を確保できる通信技
術の研究・開発を推進
すべき。 

地上でのブロードバンド
インターネットは、国内
では光ファイバによる整
備が進んでいるが、航
空機・船舶では低速で
の通信に制限され、格
差が広がっていること
から、今のうちに、衛星
を使った通信技術の研
究を進める必要があ
る。
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3826
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

企業では採算面などの
問題で容易に取り組む
ことの難しい研究を、国
のプロジェクトとして推
進し、その成果を社会
に還元していくことは、
大変有意義なことであ
り、今後もより積極的に
推進していくべきだと思
います。また、このプロ
ジェクトの中で開発・整
備された技術基盤は、
他のさまざまな分野の
研究にも応用すること
ができ、日本の科学分
野全体の発展に貢献す
ると考えられます。そこ
から得られた成果は、
将来、日本国民の利益
に繋がっていくと思いま
す。

資源の少ない日本で
は、こういった最先端の
研究や技術の発展こそ
が、将来、国民の糧とな
るものとして、重要にな
るのではないかと考え
ております。また、研究
者に研究に専念できる
機会と環境を与えること
によって優れた人材が
育ち、そこから生み出さ
れた研究成果を国内外
に向けて発信していくこ
とにより、国際的な評価
も得られるようになるの
ではないでしょうか。
人々の生活や健康に役
立つ成果が今後も出て
くると期待しています。

3827

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学・技術立国を目指
す日本にとって、科学・
技術を推進するための
本施策は、その根幹を
なすものであり、このま
ま推進すべき性格のも
のである。本施策は、幅
広い科学分野を網羅し
ており、日本の公的機
関における研究体制の
基礎となっていることは
いう必要のないほど明
確な事実である。見直し
の必要がないことは、
明白であり、このまま推
進すべきである意見を
強く支持する。

国立大学の運営交付金
をはじめ、様々な高等
教育・研究関連の予算
が削減される中で、本
施策の果たしてきた役
割は極めて重要であ
る。本施策により実行さ
れた研究から、様々な
成果が得られてきたこと
は、ノーベル賞をはじめ
様々な国際的な賞を受
賞された研究者の意見
を聞けば明らかなことで
ある。この施策を縮小
すれば、今後の日本の
科学・技術立国としての
地位低下は明らかであ
り、非常に危険な状況
になるであろう。

3828

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24147

私立学校教
育研究装置
等施設整備
費補助

このまま
推進す
べき

私大での学術研究をサ
ポートして下さい．

私大の研究者の能力を
活かせるように，インフ
ラ整備が必要です．

3829
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業はこれから
の日本の成長産業であ
り、日本の基幹産業とし
ても重要です。以上のこ
とからますます国として
強力に研究を推進して
欲しい。

光通信産業はすべての
産業の基盤になるもの
だからです。
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3830

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

日本は水、海洋資源以
外は恵まれていませ
ん。今後も技術立国とし
て生きる糧が必要で
す。それには、子育て、
教育そして技術開発を
推進することが求めら
れています。 
是非、強力な推進お願
いします。

繊維、鉄鋼、家電、半導
体そして自動車産業は
常に世界との競争にさ
らされてきました。今後
もその構図は変わら
ず、従来に増して激しく
なっています。 
 
経済的な軋轢はそれぞ
れの国が有利な方向に
政治的に誘導すること
は当然ですが、技術に
関しても全く同様なので
す。 
 
他国に負けては日本の
自立、自足の道が絶た
れてしまうのです。 
やはり、今まで以上に
強力な政府の推進が必
要と感じています。

3831

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト 

このまま
推進す
べき

国のサポートで更なる
推進を行う必要がある
と思う。収集数をもっと
増やして、多くの研究者
に利用してもらうこと
で、新しい技術の創出
や科学研究の進歩が期
待できる。

科学技術が日進月歩に
進化するこの時代に置
いて、ナショナルバイオ
リソース事業が、我が
国の将来にとって欠くべ
からずものである。

3832

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

日本は水、海洋資源以
外は恵まれていませ
ん。今後も技術立国とし
て生きる糧が必要で
す。それには、子育て、
教育そして技術開発を
推進することが求めら
れています。 
是非、強力な推進お願
いします。

 
繊維、鉄鋼、家電、半導
体そして自動車産業は
常に世界との競争にさ
らされてきました。今後
もその構図は変わら
ず、従来に増して激しく
なっています。 
 
経済的な軋轢はそれぞ
れの国が有利な方向に
政治的に誘導すること
は当然ですが、技術に
関しても全く同様なので
す。 
 
他国に負けては日本の
自立、自足の道が絶た
れてしまうのです。 
やはり、今まで以上に
強力な政府の推進が必
要と感じています。

大学・
公的
研究 文部

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手 このまま

研究者には「国際感覚」
が必要です．これは海
外で長期滞在，研究活
動がなければ身につき
ません．最近は留学を
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3833

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24154

研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

推進す
べき

もっと増やして欲しいく
らいです．

希望する学生が少ない
そうですが，このままで
は日本の研究活動がい
よいよ島国化してしまう
のではないかと心配で
す．

3834

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

もっと増額されてもよい
のではないかと思う。

大学に所属する研究者
が大学から配分される
校費は年々減額されて
おり、研究者が研究を
行うためには外部から
研究資金を調達しなけ
ればならない。大学は
高等教育機関ではある
が、研究者が教育活動
に追われる上、研究費
の調達活動に力を注が
なくてはいけないという
状態が常態化すると、
将来日本に研究者（特
に基礎研究に関わる研
究者）がいなくなってし
まうのではないかとさえ
思われる。もっと研究の
芽を育てる、研究者を
育成するという姿勢が
必要ではなかろうか。

3835

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性と男性は、出産、
子育てにおける身体的
負担が大きく異なるた
め、妊娠、出産、育児期
の数年間における研究
活動に結果として差が
出る可能性が高くなる。
生物学的な差を否定す
ることには意味がない
が、男性と同じ短期的
な業績評価を受けるこ
とによって、女性が一時
的な研究活動の低下を
その後まで引きずってし
まうことは望ましくない。
補助者の割当のみなら
ず、さまざまな支援策が
必要である。

女子学生の割合が増加
しているにも関わらず、
スタッフとしての女性研
究者の数が依然として
少ないことは、女性が
研究を続けていく環境
が整っていないことを示
していると考えられる。
多様な支援策の実施が
必要である。

大学・
公的
研究 文部 感染症研究 このまま

本事業は推進するべき
である。感染症が過去
の疾病ではなく、まさに
現在の脅威であること
は論を待たない。推進
体制としては、文部科
学省を中心に厚生労働
省、外務省その他の省
庁との連携・協力体制

国際社会のまっとうな
一員として、グローバル
化時代に対応した感染
症対策にわが国も可能
な限り貢献すべきであ
る。安全確保は他力本
願なばかりではいけな
いのではかいか。実
際、途上国の多くは耐
性菌ないし耐性ウイル
スの頻出する揺籃の地
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3836

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

科学
省

24132

国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

推進す
べき

の下に実行する。ある
いは国家戦略局等の上
位機関が統轄しても良
いかもしれない。基礎的
な細菌学、ウイルス学、
寄生虫学分野以外に
も、疫学や公衆衛生学
分野の人材をより投入
すると共に、その育成を
図るべきである。

となっている。今後、多
剤耐性菌の国際的な監
視体制の確立による発
生防止、輸入防止、国
内における拡散防止に
も力点を置く必要があ
る。このため、今までわ
が国の苦手分野と言わ
れてきた疫学や公衆衛
生学分野の人材の育成
を図ることが求められて
いる。

3837

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムを受けた、自身を含
む博士課程学生の実績
を目の当たりにし、博士
課程のための教育プロ
グラムは不可欠である
と感じている。

当大学は21世紀COEや
グローバルCOEという
博士課程教育プログラ
ムを推進してきた。博士
課程学生のプログラム
期間中の実績も去るこ
とながら、産官学へ就
職した博士号取得者の
活躍は目覚ましく、意味
のあるプログラムであっ
たことは言うまでもな
い。また、金銭的問題に
よって修学のできない
優秀な人材を忘れては
ならない。社会のリーダ
ーとなれる逸材を如何
に生み出すかは今の日
本の大きな課題の一つ
であり、こういった教育
プログラムが重要にな
る。 

3838

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の基礎科学推進の
ため現状から増額を含
め検討すべき．

日本の基礎科学推進の
ため必須の項目であ
る．

3839

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトを推進す
べきと考えます。

資源に乏しい我が国は
「科学技術立国」として
前進する以外に繁栄の
道はない。鉱物資源同
様に生物資源（バイオリ
ソース）は科学の礎とし
て極めて重要であり、こ
のプロジェクトの意義は
大きい。生物資源（遺伝
子資源）とは、食料資
源、創薬資源、バイオマ
テリアル・素材資源、エ
ネルギー資源等であ
り、我が国の生命線と
いえる。
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3840

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25101

先端的基盤
開発研究（創
薬基盤推進
研究）

このまま
推進す
べき

基盤整備に関する研究
は、利益を追求する民
間に任せるのではなく、
国が、国民の健康増進
や創薬を積極的に行
い、世界のトップレベル
たる科学技術立国を今
後も支えていくために、
最優先で実施すべきと
考える 

高齢化社会が進み、ま
た少子化も進んでいる
先進国日本としてて、世
界的にも進んでいる科
学技術力で疾患予防や
健康増進、新薬の開発
などが最も必要とされて
いる。その研究の基盤
を支える技術や研究資
源の開発に国として積
極的に援助を行いその
研究を支えていくことは
非常に重要であるか
ら。

3841

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金（特
に、若手Bと基盤C）の
拡充を希望します。

運営交付金が減額され
る中、科学研究費補助
金は、大学（特に地方
大学）で研究を行う上で
の重要な研究費です。
また、大型研究費を得
ることが難しい若手研
究者にとっては、若手B
や基盤Cによるサポート
が必要不可欠となって
おります。

3842

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

石油資源の枯渇が深刻
化する中、非可食バイ
オマスからプラスティッ
クを創出する本施策は
二酸化炭素の削減など
環境の観点のみなら
ず、産官学が連携して
我が国のバイオ産業を
推進し、新たな雇用を
生み出すことで、低迷し
ている景気の回復にも
貢献が期待できるプロ
ジェクトであると考えら
れる。本施策をぜひとも
推進すべきである。

石油資源に替えて非可
食性植物由来原料や微
生物産生ポリマーを用
いて高機能材料を創出
し、実用化を目指して化
学メーカーと連携した本
施策は環境に優しい持
続可能な低炭素社会に
向けた取り組みとして高
く評価できる。我が国の
バイオ産業は他の先進
国に比べて遅れている
中で、産官学が連携し
て本事業を推し進め、
海外へも展開していくこ
とで国内外に新たな雇
用も生まれるものと確
信できる。

3843

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

非常に重要なプロジェク
トである。我が国の科学
技術の発展を支えてい
る

バイオリソースがなけれ
ば科学は発展できな
い。

労働者ではなく研究者
として先方のラボに迎え
入れられるためには成
果への期待が必要であ
り、それにはある程度
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3844

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学問分野によっては2年
間は短すぎる。領域に
よって滞在期間の延長
を考慮すべきである。申
請から審査結果確定ま
でを短くする努力を行う
とともに、渡航期間につ
いてより柔軟性を持た
せると良い。

の研究期間が要求され
る。本制度は既に海外
研究機関で研究を開始
している日本人研究者
の滞在延長と、既に職
を得た若手研究者の物
見遊山に利用されてい
るのが現状である。研
究者の養成を目指すの
であれば、日本から海
外へ旅立つポスドクを
重点的に支援するのが
良い。

3845

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

金額を増やして一層の
推進をはかることが望
ましい

日本の将来にとって科
学研究は唯一のよりど
ころであると考えます

3846

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

現状もしくはそれ以上
の規模での推進が必要
と思います。

先進国・日本の今後を
考えると、科学技術、特
に産業と直接には結び
つかない基礎科学を国
の援助の下に拡充する
ことは必要不可欠であ
ると考えます。

3847
その
他

30～
39歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

日本の光通信産業は世
界においてもトップクラ
スであり、これからも最
も重要な基幹産業で
す！

光通信産業はこれから
の日本にとって最も成
長が見込め、今の地位
を維持するとともに、さ
らに国際競争力を高め
世界をリードしていくこと
が欠かせない分野で
す。

3848

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

もっと増やして欲しいく
らいです．

地方では概して女子学
生の方が男子学生より
優秀です．成績の良い
娘でも親が膝元から離
したがりませんので．大
変残念なことに，これら
優秀な人材がなかなか
研究職を志してくれませ
ん．手近なお手本がい
ないからです．女性研
究者を増やすことは，女
子学生の意欲を高め
て，大学院全体を活性
化させることになると思
います．

具体的に何をやろうとし

博士課程を終了した後
の就職難が、若者の博
士課程離れを招いてい
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3849

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

推進す
べきでは
ない

ているのか、具体的な
方策に欠ける。博士課
程修了者の就職難と相
まって、博士課程離れ
を引き起こしているなか
で、このような施策をや
って意味があるとは思
えない。博士課程修了
者の就職難や期限付き
雇用に追いやられると
いう状況を解決する方
が先ではないか。別の
施策に予算を回すべき
である。

る。いくら博士課程教育
を充実しても、博士課程
終了後の就職難を考え
れば、果たして効果が
出るかどうか疑問であ
る。博士課程の教育と
いうより、まず、博士課
程修了者の就職難を解
決すべき施策を真剣に
考えるべきであろう。例
えば、博士の学位を取
得し、5年たっても、期限
付きでない研究職に就
ける人も割合は５０％よ
りはるかに低い。この状
況の改善の方が先であ
る。

3850

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

我が国は資源が乏しく、
産業技術によってのみ
成長が可能であるとい
えるだろう。しかし、中
国・インド等の台頭によ
りただの製品を作って
いるだけでは、到底成
長が望めなくなってき
た。このような状況を打
破するには、他国の追
随を許さない高度な付
加価値を持った製品を
創成する以外にない。
高度な付加価値を生み
出すには当然ながら、
高度な知識を有する人
材、すなわち博士を多く
生み出さなければなら
ない。現在、未だに博士
の学生・大学教員は学
術偏向であり、技術が
完全には産業界へとフ
ィードバックされている
とは言いがたい。この学
界と産業界の緊密な連
携、さらには多分野の
複合が実現できれば、
日本の大きな成長の礎
ができるだろう。よって、
私は本プログラムに大
きく期待しております。

本プログラムでは、研究
資金を与えるのではな
く、博士の教育資金を
与えるところに大きな意
義があると考えている。
先に述べたとおり、人材
育成こそが日本成長の
鍵であり、その成長を支
援できる数少ないプロ
グラムが本プログラム
である。また、注目すべ
き点は、採択予定拠点
数がオールラウンド型と
複合領域型の拠点で全
体の7割を超える点であ
る。従来の単分野に集
中した支援と違い、あき
らかに新たな技術の創
成を期待させるプログラ
ムであろう。よって、非
常に有意義なプログラ
ムであると考えておりま
す。

大学・

世界トップレベルの施
設では、長期間にわた
り開発および研究を継
続することで、より高い
レベルの成果が創出さ
れます。そのためには、
施設のスタッフの能力
を高めて行く事が必要

13



3851

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

物件費だけでなく、人件
費についても長期的な
予算措置をすべきと思
います。

で、トップレベルの研究
者の雇用、次世代を担
う若手研究者の雇用が
必須と考えます。とく
に、J-PARCの世界トッ
プレベルの設備での人
材育成は、日本におけ
る基礎研究基盤の強化
となるものであります。
言うまでもなく、短期的
に育成することは不可
能であり、J-PARCが稼
働を開始した今こそ、豊
富な人材を投入すべき
適時と思います。

3852

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

このまま推進し、可能な
らばさらに規模を拡大
すべきと考える

博士号を取得するため
には高い学費を何年間
も払わなければならな
いにも関わらず、それを
取得したからといって簡
単に就職して給与を得
ることができない現状で
ある。これでは科学を志
す若者が減って当然で
ある。博士号を取得した
若手研究者に社会人と
して働く機会を与える本
施策は極めて重要であ
る。

3853

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

本施策は、引き続き今
年度と同様の規模の予
算・組織にて継続して取
り組むべきであると考え
る。政権政党の近視眼
的な党略によって、日
本の科学技術の発展の
重要な礎となる本施策
の遂行が妨げられるこ
とは、取り返しがつかな
い大きな損失である。

ゲノム医科学は近年発
展が著しい分野であり、
研究規模の増大、技術
革新の加速化が進んで
いる。この様な状況下
において、日本がイニシ
アチブを確保していくた
めには、理化学研究所
ゲノム医科学研究セン
ターを中心とする大規
模研究グループでの継
続的な取り組みが必須
である。また、ゲノムの
多様性には大きな人種
差が認められることか
ら、国際連携と併せて
日本独自の取り組みが
求められる。

重点化による大学院強
化から１０数年が経過し
たが，理工系に関して
は博士後期課程充足率
の問題が顕在化してい
る．せっかくの後期過程
教育のための専門教員
の増員や，教育課程の
改善が功を奏する所ま
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3854

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学院博士後期課程進
学者のうち希望するも
のすべてに対して，労
働対価や貸与ではない
生活費の支給がのぞま
れる．２割程度のものへ
の至急という目標は余
りにも低い．

で行き着いていない．な
ぜか．後期課程への投
資が将来の生活に見合
うものではないどころ
か，下手をしたら奨学金
という多額の借金を抱
え，任期をつなぐ不安
定な地位に３０過ぎまで
甘んじるという諸先輩の
状況があるからである．
トップクラスの若手人材
にとって，将来を約束す
るまで至らずとも，奨学
金の貸与なしに最低限
の生活が保障され，研
究に専念できる環境が
整えば，後期課程進学
は魅力あふれるものに
なるであろう．院生の２
割への生活費支給とい
う目標は余りにも低い．

3855

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

特にアプリケーションの
裾野が広がるように留
意して推進すべき。

１０年後くらいには現状
のスパコンの計算速度
がパソコンに 
おりてくるわけだから、
計算スピードよりもアプ
リの開発・普及が 
重要。 

3856

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

船舶・航空機・被災地か
らのブロードバンド通信
を確保する必要があ
る。 
よって通信可能エリア
が広い等の人工衛星の
特長を生かした、技術
の研究・開発を進める
べきである。人工衛星
の寿命は長期であり、
需要に柔軟に対応でき
る必要があることから、
本施策を進めるべき。

通信衛星は、放送衛星
と並んで、産業化が進
んでおり、全ての人工
衛星の基盤技術となっ
ている。 
また、人工衛星の寿命
は長期であることから、
需要に柔軟に対応でき
る必要がある。 
さらに、船舶や航空機
からの高速通信は衛星
通信を使うことが最も効
率的であり、地球全体と
通信できることが必要
である。 
これにより災害発生地
での利用も対応可能と
なる。 
よって、対応できる技術
の研究・開発を進める
べき。

大学院教育の実質化は
たいへん重要な施策で

大学院と大学はもはや
別の教育機関である。
高校までの学力が十分
でないこと、仮に高校ま
でに十分な学習が行わ
れていたとしても大学院
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3857

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ある。現在は組織的な
方針を持って教育され
ているとは必ずしも言え
ないケースが多く、改善
をしていきより高度な人
材を育成する必要があ
る。ただし、小規模な手
直しでは不十分でより
一層の予算を投入した
大規模な変革が必要で
ある。

の担う先端研究分野と
高卒レベルとの差が大
きいことから、大学にお
ける基礎教育と大学院
における先端の教育研
究とを同じ教員群が兼
ねることには無理があ
る。大学基礎教育も教
育の質保証の観点から
教育にかかる手間が増
大している。従って大規
模な改革と一層の人材
投入が大学および大学
院教育には必要であ
る。

3858
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24136 WPI
このまま
推進す
べき

ＩＰＭＵが宇宙研究にお
ける世界のトップランナ
ーとなることを心から願
っています。機構長の
村山先生の一般向け講
演会を何度か聴講しま
したが、とても感動しま
した！ 

宇宙の根源を明らかに
したいという思いは人類
共通のロマンであり、日
本人に元気と誇りを与
えてくれる研究だと思い
ます。湯川博士以来の
日本のノーベル賞の伝
統を受け継いでいくた
めにも、ぜひ予算を継
続してください。

3859

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

低コスト・省エネルギー
化が可能な印刷エレク
トロニクスの開発は、グ
リーンイノベーションを
実現するという国策を
進めるうえで必要不可
欠であり、是非推進す
べきです。

近年、フレキシブル・プ
リンタブルな有機ELディ
スプレイ、有機薄膜太
陽電池が実用化レベル
に達するなど、印刷エレ
クトロニクス分野の進歩
はめざましいものがあ
り、将来の発展は間違
いありません。世界各
国で研究開発が進めら
れる中、日本が一歩リ
ードするためにも、積極
的な投資が必要である
と考えます。

3860

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

個々の研究者，研究グ
ループの努力でどうに
かなる問題ではないの
で，是非お願いします．

惑星探査のためにはロ
ケット，地上設備のイン
フラが重要で，それがた
めに科学目標に大きな
制限を受けることすらあ
ります．いっそうの充実
を期待します．

3861 大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

経済
産業

27105

戦略的基盤
技術高度化

改善・見
直しをし
た上で推

技術の向上、発展に意
欲的な企業にとって有
益な施策です。 
ただ、特定ものづくり基
盤技術（鋳造、鍛造、切
削加工、めっき等）は機

技術開発に意欲的な特
定ものづくり基盤技術に
属さない企業はたくさん
ある。特に伝統的な産
業分野、木工や製紙関
連分野などからでは認
定され難い施策です。
伝統的な産業分野から
も伝統技術を活かし、よ
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法・公
設試
等）

省 支援事業 進すべき 械金属加工分野が中心
となっている気がする。
基盤技術範囲の見直
し、拡大はできないだろ
うか。

り高度化することで新し
いエネルギー分野など
に参入を狙っている企
業がたくさんある。この
ような企業のためにも
分野の見直し拡大が必
要だと思われる。

3862
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究基盤の育成・充実
にとっての生命線として
最重要。

現在の最前線を発展さ
せるのみならず、将来
の最前線を産み出す幅
広い研究基盤の育成に
不可欠。

3863

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム（新
規）

このまま
推進す
べき

日本数学会理事長とし
て申し上げたい。わが
国の数学・数理科学研
究の研究成果は世界的
にも評価されている．ガ
ウス賞を受けた伊藤清
の仕事の応用のよう
に、数学の高度に抽象
化された学問体系が本
質的に応用された場
合，これまでにない新事
実の発見，人類に貢献
する進歩を促す起爆剤
になりうる．数学の基礎
研究者，諸分野連携を
目指す数学者，諸分野
の研究者の連携によ
り、既存の数学の応用
にとどまらない本当の
意味でのブレークスル
ーが実現される．本施
策はこれらの状況を踏
まえて，研究者間の連
携を深めることを推進
するものであり，実効性
が極めて高いと予測さ
れる。本施策は世界的
にも卓越した日本の数
学力を日本の科学技術
力，国力に転化する仕
組みを積極的に構築す
ることとなり極めて意義
深い．よって積極的に
推進すべきである．

（１）平成19年度から始
まったJSTの戦略的創
造推進事業「数学と諸
分野の協働によるブレ
ークスルーの探索」にお
いて、多くの研究者が
諸分野との問題との連
携を模索することに着
目し始めた．その関心
の高さは本戦略領域へ
の採択率が約１０％程
度であったことからも伺
え、本政策を実施する
数学者側の基盤ができ
つつある。 
（２）九州大学・東京大
学が平成２１年度に行
った文部科学省委託調
査研究「数学・数理科学
と他分野の連携・協力
の推進に関する調査・
検討」において、産業界
を含む他分野から数学
との連携を求める声が
強いことが示されてい
る。 
（３）本施策の少額投資
でも最大効果が得られ
るところに数学・数理科
学の投資に足る理由・
魅力がある．財政事情
が厳しい我が国におい
て，比較的少ない投資
で極めて有効な成果を
もたらす数学・数理科学
振興は推進すべき施策
である． 
（４）諸外国において
は、競い合うように数
学・数理科学振興政策
がおこなわれており、諸
外国の産業界からの評
価は非常に高い。 

科学研究費補助金は、
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3864

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
ボトムアップ研究費で我
が国の基盤的研究費の
一つであるので、今後と
も拡充をお願いします。

大学等の研究者が自由
な発想に基づき研究を
推進する研究費であ
り、若手研究者への配
慮や使い勝手の改善な
どの制度改善にも努め
ており、大学の研究者
になくてはならない重要
な研究費であります。

3865

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的に第一級の力量
を持つ研究者等を育成
することを目的として、
卓越した研究教育拠点
を形成する取組を支援
する本施策は、優先し
て実施されるべきであ
る。

資源の乏しい我が国
が、今後も国際貢献を
果たしつつ発展してゆく
ためには、科学技術立
国を目指すほかはない
と考えられる。そのため
には長期的ビジョンに
立って、それを担う人材
を育成する必要があ
る。本施策はまさに、そ
のような人材育成を目
的とするものである。

3866
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

エレクトロニクスデバイ
スを印刷で生産できる
様になれば、現状に対
してクリーンで省エネル
ギーな工場が実現で
き、国内の産業空洞化
を防ぐことができる。

印刷プロセスが真空プ
ロセス、露光現像プロセ
スの様なエネルギー、
材料の利用効率の悪い
プロセスの代替プロセ
すになるため。

3867

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

 
ナショナルバイオリソー
ス事業は、国内外問わ
ず多くの研究者が利用
している。我が国の将
来にとって欠くべからず
ものであり、今後も推進
すべき課題である。

 
多くの研究者が利用し
ており、研究推進を円
滑に進めることができる
のは、このプロジェクト
事業が大変有用な課題
だからである。昨今の
科学技術の発展は、国
家挙げてこのようなプロ
ジェクトが運営、支援さ
れたことが大きく寄与し
ており、将来的にも発展
していくことを望みま
す。

3868
その
他

30～
39歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業こそがこれ
からの日本の最も重要
な成長産業のひとつで
す。

日本の光サイバーサー
ビスは世界のトップクラ
スであり、この地位を維
持しさらに力を注ぐこと
は、日本の国際競争力
を考えますと大変重要
なことです。

 社会基盤化するインタ
ーネット技術において、
世界的にもリーダーシッ

 クラウドコンピューティ
ングはいうに及ばず、社
会基盤化する超高速イ
ンターネット技術は、残
念ながら、常にUSに後
れをとってきた。ただ、
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3869

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

プがとれる、基盤技術・
アプリケーション技術の
開発のために、大きく発
想を変えて、実験網を
構築し技術開発を促進
しなければならないと思
います。たとえば、USの
GPSのように、いち早く
キャリアレベルバックボ
ーンとして利用できる衛
星ネットワーク網を構築
し、実験から実用化に
向けて、世界に公開し
ていくといった大胆な施
策が今後の日本経済に
も良い影響を与えるも
のと思います。 

IPv6やMPLSなど一部で
は日本がリーダーシッ
プがとれる兆しが見え
てきている。今後はさら
なる巻き返しがなけれ
ば経済活動全般にUS
依存が続くと考えられ
る。 
 バックボーン技術でも
発想を変えて、ポスト
ISS的位置づけとして、
現状はアクセス系がメ
インの衛星経由インタ
ーネットの高速化・キャ
リアレベルバックボーン
化などの視点も入れる
など、世界のリーダーシ
ップがとれるレベルの革
新的実験網の構築が不
可欠である。

3870

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

推進す
べきでは
ない

廃止すべき。政治的背
景を考慮しなければ、
わざわざ沖縄にこのよ
うな機関を設置する必
然性がない。最高の研
究機関には実働部隊と
してのポスドクと優秀な
大学院生が必要である
が、それを確保する戦
略が立案されていな
い。学生の立場からし
ても、就職活動に不利
な離島にあり、OBがお
らず、評価が定まってい
ない新規大学院に進ん
で進学する理由がなか
ろう。

地域振興策をこのよう
な予算で扱うべきでは
ない。沖縄に必要なも
のは基礎学力の底上げ
である。まずは小学校・
中学校で学習習慣を身
に着けさせることが肝
要であろう。

3871

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

初等中等教育における
理科教育の充実は、理
系人材の育成および理
系人材の増加のために
重要な施策である。特
に実験は子どもの興味
をひきつけ、理系への
興味促進のために欠か
せない。

実験設備が貧弱である
ために十分な実験・実
演ができない学校が多
いと聞く。学校による格
差が出ないようにすべ
きである。

3872

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

疲弊した地域の産業振
興には、地域独自のニ
ーズを掘り起こすこと
と、シーズを提供する事
が緊急課題になってい
ます。科学技術的な側
面から将来の地域社会
を豊かにするためのシ
ーズを提供するには、
政府による協力な推進

今の日本は円高デフレ
下でもがき苦しんでいま
す。この現状を打破す
る方策として、日本独自
の独創的な新技術によ
る新規産業を発信する
必要があります。 
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が必要です。

3873

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

推進して頂きたいと思
います。

粒子線を当てるだけ
で、手術も薬もいらな
い、苦痛無しにがん治
療ができるというのは、
患者さんにとってとてつ
もなく大きな希望になる
のではないでしょうか？
がん患者の数からし
て、各地に建設すること
が望ましいと思います。
従いまして、推進を希望
します。

3874

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

疲弊した地域の産業振
興には、地域独自のニ
ーズを掘り起こすこと
と、シーズを提供する事
が緊急課題になってい
ます。科学技術的な側
面から将来の地域社会
を豊かにするためのシ
ーズを提供するには、
政府による協力な推進
が必要です。

今の日本は円高デフレ
下でもがき苦しんでいま
す。この現状を打破す
る方策として、日本独自
の独創的な新技術によ
る新規産業を発信する
必要があります。 

3875

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担うなど、我
が国の高等教育の質・
量両面にわたる発展に
重要な役割を果たして
いる。我が国の学術研
究全体のすそ野を広
げ、学術研究活動を促
進するためには、大学
生の約8割を担う私立
大学の学術研究活動の
基盤の整備を図ること
が重要である。

私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。

3876
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

私はC型慢性肝炎等の
患者を診療している医
師です。今後もゲノム医
科学研究の継続を願い
ます。C型慢性肝炎の
みならず、多くの疾患の
患者の治療効果の良し
悪し、副作用発現の有
無等に患者の遺伝子多
型が大きく影響してお
り、患者の治療をより効
果的に行うためにも、ま
た医療経済面から見て
も医療費の削減につな

C型慢性肝炎に関して
は、治療法の進歩によ
り治療効果不良なHCV 
genotypeが1bで高ウイ
ルス量の患者におい
て、約半数の患者がイ
ンターフェロン治療によ
りウイルスの排除が可
能となりましたが、残り
の半数の患者は未だ治
癒には至らない現状で
す。今年の研究報告に
よると、患者の遺伝子
多型が治療効果等に大
きく関与することが明ら
かとされてきました。ゲ
ノム医科学研究は多く
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がることでもあり、是非
継続をお願いします。

の病気で苦しんでいる
患者を助けるためにも
必須の研究と考えま
す。

3877

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金（継
続）

このまま
推進す
べき

社団法人日本数学会
は、基礎科学の教育研
究に関して、特に、「未
来社会の基盤となる多
様で自発的な研究の充
実」を要望するものであ
る。研究者の自由な発
想にもとづいた独創的
な研究が長い時間の後
に思いがけない重要な
応用を生みだすことを
歴史は証明している。
科学研究費補助金は、
これまで多様で自発的
な研究を支えてきたも
のであり、将来の日本
のために必要な投資で
ある。従って、科学研究
費補助金により、研究
者の自由な発想にもと
づいた独創的な研究を
強く助成すべきである。 

特に、数学・数理科学
は、基礎科学と応用科
学の双方を支える基盤
科学である。研究成果
が社会に役立つまでに
は長い時間がかかるこ
とも多く、直接的な貢献
は見えにくいこともある
が、科学・技術の発展を
様々な形で支えて来
た。数学・数理科学は
物事をいったん抽象化
することで飛躍的な発
想を可能とし、また現象
に隠れた論理構造を明
らかにすることで、これ
までも真のブレークスル
ーを幾度も 
もたらしてきた。基礎科
学はそういうものであ
り、研究者の自由な発
想にもとづいた独創的
な研究が長い時間の後
に思いがけない重要な
応用を生みだすことを
歴史は証明している。
未来社会の科学技術を
産み出す土壌である数
学・数理科学には、過
度な選択と集中は適さ
ない。広がりのある科
学研究費補助金による
助成が必要である。

3878

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24182

産学イノベー
ション加速事
業【産学共創
基礎基盤研
究】

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

事業として推進される
のは大いに賛成であ
る。 
ただし、概算要求内訳
を拝見すると、研究費よ
りも「その他事務経費」
にかかる費用のほうが
多いというのは理由が
分からない。 
総額に対する研究費の
割合を増やしたほうが
よいのではないだろう
か。

日本国内の産業界全体
の発展、並びに世界を
リードするような技術開
発のために、本事業は
非常に有意義であると
考える。一企業内で解
決できないような技術
開発を、国費を投入して
行う姿勢は評価できる
し、この事業により素晴
らしい成果が得られるこ
とを期待する。 
ただし、研究に係る費
用よりも事務経費の方
が高額であることは理
解できない。本当に必
要であるならば、その明
確な理由を求めたい。 

中長期的に学術や社会
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3879

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の中
でも、公募審査によって
交付される一般および
若手の基盤研究費を増
額すべきであり、更に
個々の基盤研究費の規
模も拡大するべきであ
る。また一般のみならず
重点分野についても、
他省庁や振興調整費の
ように分野やテーマを
限定した公募や指名交
付ではなく、重点化すべ
き分野の予算を増額
し、公募により幅広い研
究者の創意に基づく提
案を拾い上げる方式を
強化すべきである。 

を飛躍的発展に導く科
学・技術研究は、現段
階での科学・技術及び
社会の状況のみに基づ
くだけでは具体的テー
マ設定や計画が困難な
ものがほとんどである。
特に科学・学術の基礎
に関わる研究を所管す
る文部科学省は、この
現実に沿って、幅広い
公募制の下で研究者自
らの柔軟な研究体制構
築を可能にする機会を
大幅に増やすべきであ
る。重点テーマについて
も、同様な制度を基本と
すべきである。 

3880

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

資源の乏しい我が国
が，グローバル化（北米
中心のグローバルでは
ない）に対応し，世界と
伍していくためには，必
要不可欠な事業であ
る。

自民党政権時代に，科
学技術創造立国の名の
もとに立ち上がったが，
政権が交代する，しな
いに関わらず，真に国
民のために繋がる事業
であれば，戦略的に推
進することが非常に重
要であると認識している
ため。

3881

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人の施設整
備の着実な推進をお願
いします。

自己資金による施設の
改修等も実施されてい
るところではあるが、ま
だまだ教育研究用の施
設等に耐震工事が十分
でない点や施設の狭隘
な点等の問題がありま
すので、次世代の研究
者養成の観点からも大
学施設の整備をよろしく
お願いいたします。

3882
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本事業は、このまま推
進もしくは加速して推進
するべきである

現在のわが国の電子産
業等は、製造コスト等の
面から、アジアをはじめ
とする諸外国にさをつけ
られているのが現状だ
と認識している。有機材
料を主とする印刷技術
は、国内で生産を進め
ても低コストな作品を製
造する技術であると確
信している。一方、ヨー
ロッパでは展示デモ、発
表までこぎつけても実
際の製品化が足踏みし
ている状態である。この
まま、国主導で施策を
進め、他国に先駆けた
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製品化をするべきであ
る。

3883

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。

私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには施設高度
化推進事業費補助が不
可欠であると考える。

3884
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

 資源小国の日本が、
ますます小さくなり生存
競争の激しさを増してい
く世界で生き延びるだけ
でなく、世界の進歩･発
展と平和に貢献をし、さ
らに尊敬をされる国に
なる道は、先端科学･技
術の開拓と教育による
人づくりによる以外ない
と強く思っています。そ
の実現には、それを導く
ビジョンと夢、予算の裏
付けのある具体的な行
動計画が必須の条件で
あることは言うまでもあ
りません。  

 先日のNHK「クローズ
アップ現代」のダークマ
ターに関する番組は、
久しぶりにワクワクさせ
るような内容であり、さ
らにその中で、日本人
科学者が活躍している
ことをとても嬉しく感じま
した。先般のイトカワの
帰還もまた、久しぶりに
日本を明るくしてくれ、
日本人に共感を呼びお
こしました。そして”日本
もまだ捨てたものではな
いと”元気付けてもくれ
ました。まさに、人はパ
ンのみに生きるにあら
ずです。国民に夢と希
望を与える予算の使い
方を期待します。

3885

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

本施策によるイノベーシ
ョン創出のため、予算を
大幅に増額し、幅広い
技術分野での研究開発
を推進するべき。

「知的財産推進計画２０
１０」等にも掲げられて
いる、グリーン・イノベー
ション、ライフ・イノベー
ションなどの日本が優
れた技術を有する特定
戦略分野での技術開発
を推進するにあたって、
産官学の連携による研
究開発は必須であり、
日本の国際競争力を永
続的に向上させるため
には、本施策による、新
産業創出の礎となる技
術の創出は不可欠であ
ると考えるため。 

参加する高校生の全て
がやる気をもって取り組
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3886

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

推進す
べきでは
ない

大学に十分な時間的・
空間的余裕があれば推
進すべき施策だが、両
者のない現在、積極的
に推進するべきもので
はないと考える。

んでいるわけではなく
（もちろん中には非常に
やる気のある子もいま
すが）、大学教員側が
かなり手とり足取り教え
なければ進まないのが
現状である。そうしたか
らといって、それをきっ
かけに彼らが科学に目
覚めたという手応えは
あまりない。結果的には
（その他の仕事の増加
ともあいまって）、自分
の研究室の学生の面倒
を十分に見ることができ
ないという本末転倒な
状況を招いている。アイ
デアとしては良いと思う
が、対費用効果が低く、
現在の状況下で積極的
に行うべきものではない
と考える。

3887

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費の「挑戦的萌芽
研究」などを充実させる
ことには、大いに賛成で
ある。しかし、残念なが
ら、前年度に突然カット
された、「新学術領域
（課題提案型）」がその
まま消えてしまったのは
非常に残念である。

自由な発想に基づく研
究を充実させることこ
そ、科学の進歩にとって
最も重要なことであるか
ら。

3888
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

東南海・南海地震の想
定される地域に地震・
津波を把握し伝達する
システムを構築すること
は、地震発生時の被害
を少なくするために効果
があると考えられる。こ
の事業は推進すべきで
あると考える

今後、東南海・南海地
震の発生の可能性があ
る中で、耐震補強工事
を実施することで被害を
少なくすると同時に早期
に地震の情報を伝達す
ることで避難し被害を抑
えることが重要である。
現在は気象庁の早期地
震速報により、地震波
が到達する前に情報を
得ることができるが、海
洋内に地震計を設置す
ることで更に早く地震の
到達を予測できることで
大地震が発生したとき
の被害を少なくすること
が出来ると考えられる

大学・

天然資源の乏しい日本
において科学技術力は
国力の礎であり、その
基盤技術研究を行う若
手研究者の育成を行う
大学教育機関への支援
は、未来の日本の技術

ＧＣＯＥプログラムによ
って若手研究者に対し
必要な援助体制を整え
十分な研究者人口を確
保することは、より競争
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3889

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

力向上のための先行投
資である。また、国際的
学術研究分野における
先導的立場を目指し、
各分野において牽引的
な研究力を示すための
教育研究拠点の形成し
充実・強化させること
は、今後益々進む国際
社会化における日本の
存在価値を高めること
に繋がると考えられる。

力のある研究分野への
発展と日本の科学技術
向上に繋がる研究者数
の増加のための必須条
件である。そして国際的
な技術分野における研
究拠点の創設・拡大
は、日本の技術力によ
る世界規模での生産活
動・社会貢献を行うため
に必要不可欠である。

3890
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

現在の最先端半導体技
術を使用し、数千億円と
いう巨費をかけて事業
化しなければならない
半導体だけが必要とさ
れるのではい。ブロード
な局面で使用可能な、
つまり、曖昧なレベルで
の半導体技術が適用で
きる分野を開発すること
が必要。そのためにも
印刷による半導体化技
術は開発が必要。

将来は、エコ金をかけら
れなくなるから。

3891

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業（継続）

このまま
推進す
べき

現在の基礎科学を支え
る若手研究者に対し、
彼らの自由な発想に基
づく研究を支援すること
が必要である。長い期
間、勉学に努め、研究
に従事している若手を
大切にしない国には未
来はない。特別研究員
事業は、優秀な若手の
自由な発想に基づく研
究を支援する事業であ
り、推進すべきである。
また、十分長期にわた
って支援するように努め
るべきである。 

基礎科学の研究には長
い時間がかかる。その
間、基礎科学の研究へ
の情熱をもっている若
手を支援し、生活上不
自由がないように研究
に専念させることは将
来の日本のための極め
て有効な投資である。
研究はその個人の意欲
に基づくものであるが、
研究成果は長い期間に
社会に必ず還元される
ものである。

3892

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

巨大プロジェクトでない
小規模な研究により投
資しないと，次のノーベ
ル賞は生まれません．

自由な発想から新たな
研究を行うためには必
須．

大学・
公的
研究 産学イノベー 本施策による先端計測

「知的財産推進計画２０
１０」等にも掲げられて
いる、グリーン・イノベー
ション、ライフ・イノベー
ションなどの日本が優
れた技術を有する特定
戦略分野での技術開発
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3893

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24173

ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】 このまま

推進す
べき

分析技術・機器の開発
について、最低限現行
予算を維持した上で推
進するべき。

を推進するにあたって、
産官学の連携による研
究開発は必須であり、
日本の国際競争力を永
続的に向上させるため
には、そのツールとなる
先端計測分析技術・機
器の開発は不可欠であ
ると考えるため。 

3894

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

全学術研究を網羅する
予算配分システムとし
て、まさに我が国の学
術基盤を醸成し支える
システムとして、ますま
す大きく展開されること
が必要である。

我が国が世界に誇るべ
き基礎学術の発展を促
進するためのボトムアッ
プに重点を置いた予算
配分システムである。特
に現在ますます必要と
なっている、長期的観
点に立った国の知的基
盤構築にもっともマッチ
したシステムである。資
源に大きな制約を持つ
我が国が、世界の指導
的国家として生き残る
ためにも、更に大きく制
度を発展させることが必
要である。

3895

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学研究施設の老朽
化、狭隘化は憂慮すべ
き問題であり、危険な箇
所も存在する。一層の
改善が必要である。た
だし、国立大学にとって
不足しているのは施設
だけではないので幅広
く整備予算を投入すべ
きである。

国立大学施設は狭隘で
学生の居場所が不足し
たり、備品等が置ききれ
ずに危険な箇所も存在
する。また一方で教育
の質保証や学生の学
力・意欲低下の影響に
より、教員の教育にか
かる負担が前世紀と比
較すると著しく増大し、
研究にも悪影響が出て
いる。施設だけでなく人
件費も含めた幅広い整
備が必要である。

3896

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程学生，ポスドク
に研究に専念させるた
めに必須．

私の研究スタイル，テー
マは特別研究員だった
ころに培われたもの．

大学・
公的
研究 文部 私立大学等 このまま

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
私立大学のマネジメント

私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
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3897

機関
（独
法・公
設試
等） 50～

59歳

科学
省

24146

研究設備等
整備費補助

推進す
べき

改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。

る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには研究設備
等整備費補助が不 
可欠であると考える。

3898

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学の教育環境を維持
するために必要．

このまま減額が続け
ば，教育ができなくな
り，日本が崩壊します．

3899
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業が、我が国の将
来の基礎研究の強化に
とって欠くべからずもの
であると思います。

創薬研究における基礎
研究において、ナショナ
ルバイオリソース事業
のバイオリソースを活用
させてもらっています

3900

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

是非、実施していただき
たい。

我が国発の独自性のあ
る抗がん治療薬は、欧
米のものに比べて数が
きわめて少なく、欧米で
開発されたものを後追
いしているのが実情で
ある。このような現状を
打破するためには、真
に基礎科学と応用を結
びつける本事業のよう
な施策を必要とする。

3901

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム（継続）

このまま
推進す
べき

現在の大学の基礎科学
研究は、多く場所で若
手の育成についての困
難を抱えている。その
中でグローバルＣＯＥプ
ログラムは、若手に研
究に専念できる環境を
与えている。このような
施策が続くかどうかは
現在の若手研究者にと
って死活問題であるだ
けではなく、将来の日本
の国力を左右する問題
である。このグローバル
ＣＯＥプログラムを続け
るだけではなく若手育
成のプラットホームを将
来にわたって維持でき
るように支援すべきであ
る。

グローバルＣＯＥの拠点
はそれぞれのリーダー
のもとで優れた研究を
生んでおり、それが若
手の育成に役立ってい
る。このような環境が、
安定的に続くことが必
要である。このような施
策が続くかどうかは現
在の若手研究者にとっ
て死活問題であるだけ
ではなく、将来の日本
の国力を左右する問題
である。

大きな産業の乏しい北 地域密着型である道産
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3902
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

海道にあっては、産学
官が連携して食のクラ
スターを推進することに
より、産業の活性化・雇
用の増進・健康の増進
を図り、北海道の発展
に貢献することができ
る。

食材を対象とし、知（大
学・研究機関）の持つ知
識と技術力を用いて、
機能性・健康性の高い
有効成分の探索と解析
を行うことにより、付加
価値のより高い機能性
素材や商品開発を行う
ことによる。

3903

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎科学はすべての応
用科学を支える基盤で
ある。その基礎科学の
発展なしに、さらなる技
術革新は望みようがな
い。国民が暮らしやす
い良い社会を築いてい
くためにも、基礎科学へ
の投資は積極的に行う
べきである。

資源の無い日本が激し
い国際競争の中で存在
感を示すには、その高
い技術力を生かすしか
ない。直接の利益につ
なげるのが困難なた
め、企業が投資したが
らない基礎科学は、国
が支えなければならな
い重要項目のひとつだ
と思います。この投資に
よって国が発展すること
は納税者の利益にもつ
ながり、無駄使いでは
ないと納得してもらえる
ものだと信じて疑いませ
ん。

3904

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員（DC）は勿
論のこと、特別研究員
（PD）の支援人数を是
非とも拡充して下さい。

優れた研究を行うため
には、研究に専念でき
るだけの経済的余裕が
必要です。したがって、
特別研究員制度による
若手研究者への資金援
助は、優れた研究者の
輩出という観点からし
て、非常に的を射たも
のになっていると思いま
す。しかしながら、特別
研究員（PD）の支援人
数はまだまだ少なく、有
能な若手研究者をカバ
ーしきれていないと感じ
ておりますので、是非と
も拡充をお願いします。

3905 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本の加速器による基
礎科学研究は世界の最
先端を走っており、今後
も積極的に推進すべき
である。国際的に最高
水準の成果が得られ、
イタリアとの競争にある
本事業は特に急ぎ推進

小林・益川のノーベル
賞を導いたBファクトリ
ーの高度化は、素粒子
物理学のブレイクスル
ーをもたらすことが期待
出来る世界最先端の研
究である。国内外の研
究者による議論やレビ
ューを通じて事業研究
計画が十分練られてお
り、予算投入に見合っ
た成果が保証されてい
る。また、海外研究者と
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等） すべきである。 の頭脳交流を通じて多
数の国際的な若手研究
者の育成が期待出来
る。よって日本の基礎
科学の最重点事業とし
て推進すべきである。

3906

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

このまま推進することを
希望します。

SPring-8での高輝度測
定により、様々な現象を
捉えることができ、実証
的に研究を行えるよう
になりました。これと同
時に、次のステップへの
新展開が生まれてお
り、推進することを希望
いたします。

3907

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24147

私立学校教
育研究装置
等施設整備
費補助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の施設の整備 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠である。 
このためには私立学校
教育研究装置等施設整
備費補助が必須である
と考える。

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私立学校
教育研究装置等施設整
備費補助が不可欠であ
ると考える。

3908

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

産官学の連携による研
究開発を更に推進する
ためには、研究者が研
究活動に専念できる環
境の実現を図ることが
必要であり、その手段と
してリサーチ・アドミニス
トレーターの育成・確保
は必須であると考える。

「知的財産推進計画２０
１０」等にも掲げられて
いる、グリーン・イノベー
ション、ライフ・イノベー
ションなどの日本が優
れた技術を有する特定
戦略分野での技術開発
を推進し、日本の国際
競争力を永続的に向上
させるためには、産官
学の連携による研究開
発は必須であり、その
環境整備として、現在
不足している、大学等
における研究資金の調
達・管理、知財の管理・
活用等を総合的にマネ
ジメントできる人材の育
成・確保が不可欠であ
ると考えるため。

実際に大学院生を支援
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3909

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理科授業は小学校教員
だけでは十分に行えて
いない実情があり、支
援員の配置は効果があ
る。ただし、支援員に負
担がかかりすぎており
見直しが必要である。

員として派遣している
が、負担が高く拘束時
間が長く、大学院生自
身の研究に支障が出て
いる場合がある。現場
での運用の問題かもし
れないが、制度に問題
があるとすれば改善が
必要である。

3910

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現状以上の規模での推
進、特に採用者数の増
加が必要と思います。 
また、学費、居住地域、
家賃の額、交通費、扶
養家族の有無等による
支給金額の調整(即ち、
各種の手当て)が必要と
思います。 

特にDC事業に関してで
すが、優秀な修士号取
得者が経済的な心配を
せずに研究を行えるこ
とは科学技術の基礎体
力の向上に必要不可欠
と考えます。博士課程
の学生は年齢的に経済
的な独立を求められる
ことも多く、その支援は
企業が国が行うべき事
業であると考えます。 
また、学生の経済環境
は様々であり、生活に
必要な費用は大きく異
なります。特に、両親と
の同居の有無や家賃・
交通費の地域差などは
非常に大きいため、こ
れに対する対策は可及
的速やかに行われるべ
きです。

3911

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

これ以上に推進すべき
である。

基礎研究費が減ってい
る今、科研費は重要で
ある。

3912

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

これまでの研究支援
は、研究費のみであっ
たが、将来の安定性を
含めて支援することが
必要だと考える。

最先端の研究を担って
いるのは、年配の研究
者ではなく、ポスドク、
院生を含めた、若手研
究者であり、彼らに安定
した研究環境を与える
ことが、日本の発展に
つながる。

3913
大学・
公的
研究
機関 50～

文部
科学

24137

アルマ計画
このまま
推進す

年次計画で推進されて
いるアルマ計画は、日
本として世界をリードす
る電波天文学を着実に

我が国が世界のトップ
を走りつづける数少な
い分野の一つである電
波天文学分野におい
て、日本の実力を世界
に認めさせるのに重要
なプロジェクトであり、整
備される電波望遠鏡及
び受信機を使った研究
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（独
法・公
設試
等）

59歳 省 の推進 べき 進めるためにも重要で
あり、格段の配慮をされ
ることをお願いします。

成果の日本発信に期待
を込めていきたい。 
本プロジェクトが欧米と
の協約に基づいてお
り、強力な科学技術外
交の一翼を担ってるも
のであると確信してい
る。

3914

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手の研究者が安心し
て研究に励むことがで
きるようにする本施策は
重要であり、是非このま
ま推進すべきと考える。

能力の高い若手研究者
が金銭的なことを心配
せずに研究に励むこと
ができることが我が国
の学術の発展に取って
非常に重要であると考
えるため。

3915

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特に、博士研究員への
経済支援の大幅拡充
は、我が国にとって喫
緊の課題である。

世界の水準に比べて、
我が国の博士学生に対
する経済支援は、近年
若干の改善はあるもの
の、非常に低い水準に
ある。資源に乏しい我
が国が世界を先導する
国家として成り立つため
には、まさに次世代の
先端学術研究を担う若
手研究者の養成が急務
である。一朝一夕に実
現するものではなく、息
の長い継続性を持った
施策が、大学院学生に
目に見える形で、拡充さ
れることが必要である。
国の命運を左右すると
いっても過言ではない。

3916

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

女性研究者研究活動支
援との事で女性研究者
を対象に出産・育児と
両立できる環境整備を
進めることは良いと思う
が、女性研究者の配偶
者のかなりの割合が同
じ研究者であり、彼らに
対してもサポートが必要
と思う。また、育児だけ
ではなく、親の介護も大
きな問題と思われ、そち
らのサポートも必要と思
う。 全ての研究者が家
族・家庭と研究との両立
が図れるような視点が
欲しい

全ての研究者が安心し
て継続的に研究を続け
られる環境が必要と思
う。女性研究者に対す
る支援は大切である
が、逆に配偶者となりう
る男性研究者に対して
もサポートを行う事で、
女性研究者が働きやす
くなると思う。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部

Bepi 
Colombo(水 このまま

はやぶさ、あかつき等
の成功で日本の惑星探
査はまさに急成長の途

宇宙の探査は、日本国
民だけでなく世界にとっ

31



3917

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24170

星探査プロジ
ェクト）

推進す
べき

上にあり、水星探査も
ぜひ成功させるべきプ
ロジェクトである。

ての知見の拡大となり、
人類の共通の財産であ
るから

3918

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

 ネットワークサービス
の爆発的普及に合わせ
て、増大する電力消費
を抑えるための、リソー
ス共有化、仮想化は不
可欠であり、現行技術
を応用するだけでなく、
共有化・仮想化のため
の基盤技術の開発も含
めて推進すべきであ
る。

 ネットワークのキラー
アプリケーションであろ
うといわれてきた、 
 
高画質広帯域映像伝送
小さいトラフィックを多く
の利用者が発生させる
アプリ 
が、USTやニコ動、
youtube、twitterなどで
現実のものとなりネット
ワーク資源の省力化が
大きな課題となってきて
いるため、あらたな、か
つ、世界の主導権を握
れる技術の開発が必要
だから。

3919

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

本施策は、引き続き今
年度と同様の規模の予
算・組織にて継続して取
り組むべきであると考え
る。政権政党の近視眼
的な党略によって、国
民の健康維持・より良
い医療の確立に貢献す
る本施策の遂行が妨げ
られることは、取り返し
がつかない大きな損失
である。

本施策は、国民の健康
維持・より良い医療の
実現に直接的に貢献
し、国の最重点課題で
ある「ライフ・イノベーシ
ョンの推進」に完全に合
致する事業であること
からも、継続して取り組
む意義があると考える。
また、従来取り組んでき
た疾患感受性・薬剤感
受性関連遺伝子の同定
に加え、近年健康診断
において重要な指標と
なる臨床検査値の変
動、すなわち体質に関
わる遺伝子多型の同定
も成されており、医療費
の削減に有益な予防医
学への貢献も期待され
る。

3920

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外に行くことも含め
て、使途を限定しない自
由に使用できる研究費
として支給すべき

海外に行くことだけで研
究が進むわけではなく、
海外へ行くことも含めて
研究者が柔軟に研究環
境に合わせて判断でき
る方がお金の有効な使
い方となる

大学・

私立大学等経常費補助
が増額要求となってい
るが、国公立も含めた
大学の全国水準、更に

現状では、私立大学の
人材育成、社会貢献、
学術研究の評価を公開
で行う組織やその責任
の所在が不明確であ
り、財政逼迫状況にも
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3921

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

は国際水準の仕事、職
業に通用する人材育成
や社会貢献、研究がで
きているかという観点か
ら、厳しく評価すべきで
あり、その上で公の国
税収を投入する価値の
ある私立大学やその部
門で絞り込んで効果的
な補助を行うべきであ
る。

拘わらず、野放図な予
算拡張が行われている
ように思える。なぜ個々
の大学や個々の部門に
公の国税収からこれだ
けの経常費補助を行う
必要があり、その過去
の効果はどうだったの
か、政治的圧力に屈せ
ず国民に納得の行く説
明ができる評価体制を
築いてほしい。

3922

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24153
科学コミュニ
ケーション連
携推進事業

このまま
推進す
べき

国民に科学技術への理
解と興味を喚起すること
は理系人材の育成につ
ながり、推進すべきであ
る。

科研費では大学等の研
究者自身に学校への出
前授業などを行わせて
成果の説明・公開をさ
せる制度が作られてい
るが、研究者は必ずし
も市民や子ども向けの
説明が上手なわけでは
なく、効果があがらない
場合もある。また、研究
者の時間は研究そのも
のに向けてもらうべきで
ある。このような観点か
ら、科学コミュニケーシ
ョンについては専門家
を育成し、活動させてい
くべきである。

3923

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

このまま
推進す
べき

現行予算を大幅に拡充
し、幅広い分野での研
究開発を推進すべきで
あると考える。

「知的財産推進計画２０
１０」等にも掲げられて
いる、グリーン・イノベー
ション、ライフ・イノベー
ションなどの日本が優
れた技術を有する特定
戦略分野での技術開発
を推進するにあたって、
産官学の連携による研
究開発は必須であり、
日本の国際競争力を永
続的に向上させるため
には、本施策による、新
事業、新産業の創出は
不可欠であると考える
ため。 

3924

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外に行くことも含め
て、使途を限定しない自
由に使用できる研究費
として支給すべき

海外に行くことだけで研
究が進むわけではなく、
海外へ行くことも含めて
研究者が柔軟に研究環
境に合わせて判断でき
る方がお金の有効な使
い方となる

景気が低迷すると，すぐ
に役に立つような施策
のみに目が向きがち
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3925

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金 

このまま
推進す
べき

我が国の学術研究の発
展は，主として科学研
究費補助金によって牽
引されている。自然科
学科学技術に留まら
ず，人文，社会科学に
わたる幅広い学術研究
を研究者の自由で主体
的な発想で行う環境作
りは日本があらゆる面
で国際的に高い地位を
保ち，国民生活を安定
させるために不可欠で
ある。科学研究費補助
金の充実は，非常に高
い優先度で実施しても
らいたい。

で，何の役に立つかが
すぐに分からないような
学術研究がおろそかに
やりやすい。しかし，明
治以降の我が国の発展
は，教育と研究によって
もたらされたことは間違
いなく，しかも，研究者
自身が重要課題を見つ
けて進めていく研究の
支援をすることが，結果
的に国民的な経済の活
性化をもたらし国民生
活の安定をもたらす。政
治は，安易な「国民目
線」ではなく，先を見通
した戦略で国民を守る
べきである。日本の研
究関係予算は，主要先
進国と比較しても，新興
国の中国などと比較し
て著しく低い。これに対
して危機感を持って臨
むためにも，科研費の
充実は喫緊の課題であ
る。

3926
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

国際的に優位性を持っ
ている科学技術の研究
開発・イノベーションの
創出は、国際社会にお
ける日本という国家の
存在意義そのものに関
わる極めて重要な分野
であり、裾野を支える地
域インフラ整備は書くこ
との出来ない重要な政
策で継続すべきと考え
ます。

地方経済において雇
用、産業、経済環境面
において不可欠の存在
となっており、継続して
取り組まなければ産業
への繋ぎも完全に分断
されてしまい、国として
の新成長戦略のインフ
ラであるはずの科学技
術・研究が崩壊し、国際
的優位性の確立も困難
となると考えます。地域
経済の要である地域の
大学を核とした政策は、
地方にとって文字通りラ
イフラインであり、研究
開発無くして国際競争
力を持った産業の創成
は極めて困難になると
考えます。

3927

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

推進することを希望しま
す。

若手研究者に研究の機
会を与え育成すること
は、研究に限らず、あら
ゆる面で我が国を活性
化させるために極めて
重要なことです。

科学技術費を削減しよ
うとするのは日本の未 政府の事業仕分けに愛
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3928
その
他

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノート技術
の研究開発

その他

来が明るい方向に進み
ません。防衛費より多
い男女共同参画費こそ
無駄です。そちらの予
算をまわすべきと考え
ます。

が感じられない。日本
の未来が不安になるば
かりです。子供手当て
のむだを削減すべきと
考えます。 

3929

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
大学等の研究活動を支
える非常に重要な資金
である。近年、特定のテ
ーマの研究領域へ研究
資金が集中する傾向が
強い。しかし、卓抜した
研究を生み出すことの
原資は、多様な研究者
の自由な発想をである
と信じる。科学研究費
補助金は、そのような
研究活動の支えとなっ
ていることは間違いな
い。研究者の自立性の
高い競争的資金として、
一層の充実を切にお願
いする。

科学研究費補助金は、
競争的資金とはいえ、
その審査には多くの研
究者自身が参加し、ま
た、予算執行に関しても
研究者の立場からの意
見が反映されてきた。
長年の努力により、研
究を遂行する上で、障
害の少ない制度となっ
てきている。また、特定
のテーマに縛られること
もなく、研究者の自由な
意思が尊重される数少
ない研究資金制度であ
る。この制度をぜひ、大
切に育ててほしい。

3930

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。 
この計画を一層推進す
ることで、日本が当分野
で世界を確実にリードで
きる。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベル 
と活力を高め、技術革
新や産業の創出につな
がり、長期的な日本の
発展に寄与する。また、
世界最高の施設で研究
を行うことは基礎科学
の若手研究者育成にと
ってきわめて 
有効である。

3931
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私学運営費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生の約8
割を担う私立大学の学
術研究活動の基盤の整
備を図ることが重要で
ある。

私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台となる教育
研究基盤の強化するこ
とが重要である。このた
めには私学運営費補助
金が不可欠であると考
える。

3932
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 科学研究費補助金を
拡充することは、日本の
科学・技術を推進する
ためには必要不可欠で
ある。 
 特に若手研究者に対
する支援を拡充するこ
とで将来の日本の科
学・技術を発展させ、強
いては日本の経済成長

 科学研究費補助金
は、人文・社会科学から
自然科学まですべての
分野にわたる学術研究
を発展させるために支
援する制度なので、大
学における研究を推進
するための重要な施策
である。 
 若手研究者の育成に
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設試
等）

を促すことに繋がる。 
 また、都市部の大学
に採択が集中すること
なく、地方大学への採
択への配慮もお願いし
たい。 

関しては、総合科学技
術会議で決定した「平
成２３年度の科学・技術
に関する予算等の資源
配分方針」に合致して
いる。 

3933

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

優れた研究に研究資金
を支給する素晴らしい
制度である

大学の名前に依らず研
究内容によって判断す
るというのは世界に類
を見ない制度である

3934

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プロジェクトでは蛋白質
構造解析と機能解析の
密接な連携により、多
数の重要な成果が生み
出しているが、これらの
研究は通常の科研費の
予算規模では推進不可
能であり、今後もさらに
本プロジェクトに投資す
べきであると考える。

ターゲットタンパク研究
プロジェクトは、今後、
ますますその重要性を
増すものと考えられる。
特に、研究が遅れがち
な食糧・環境問題の解
決につながる成果を基
礎研究から得ることを
目指す点で、本プロジェ
クトは特筆すべきであ
り、実用レベルでも大き
な成果が期待できる。

3935

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

世界を代表する研究機
関を形成する素晴らし
い制度である。

海外からの研究者を多
数招き、研究者同士の
交流を促進しているた
め

3936

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器の
高度化により新しい物
理法則の探求すること
は、1970年ごろから続
いてきて素粒子標準理
論の確立のさらに次の
ステップを目指すもので
あり、この宇宙の成立ち
を理解したいという人類
の本質的価値を追求す
るものである。また、世
界的に大成功を収めた
Bファクトリー実験で培
われた日本の経験・技
術力をいかんなく発揮
できるプロジェクトであ
り、是が非でも推進する
べきである。

日本における素粒子物
理学は長年にわたる伝
統を誇る分野であり、現
在、加速器の衝突輝度
において高エネルギー
加速器研究機構のBフ
ァクトリー加速器が世界
一の性能を達成してい
る。このような加速器は
素粒子の分野で革新的
発見をもたらす可能性
があるのみでなく、また
物質科学・医療分野な
どの今後の加速器を利
用した発展にも大きく貢
献できることが期待でき
る。

大学・
公的

生命現象を考えるとき
立体構造からの視点は
必要不可欠だと 

構造解析と機能解析が
うまく連携し、医薬の開
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3937

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

考えられる。これは基礎
的な観点からも応用的
な観点からも 
同様である。本プロジェ
クトではこの点を強力に
推進していく 
もでありきわめて重要で
ある。

発や食糧・環境問題の
解決につながる基礎的
な成果が生まれてきて
いる。論文発表もよく行
われている。さらに強力
に推進すべきだと考え
る。 

3938
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術の研究開
発

その他

日本の通信科学技術費
を削減しようとするのは
日本の未来が明るい方
向に進みません。防衛
費より多い男女共同参
画費こそ無駄です。そち
らの予算をまわすべき
と考えます。

政府の事業仕分けに愛
が感じられない。日本
の未来が不安になるば
かりです。子供手当て、
男女共同参画費の無駄
を省き、通信分野の技
術を優先すべきと考え
ます。

3939
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

多くのアカデミアやベン
チャー企業は生命の恒
常性などに拘わり創薬
の標的となる重要なタ
ンパク質を得ている。そ
の成果をさらに発展さ
せていくためには、タン
パク質の機能をコントロ
ールするための化合物
が必要である。個々の
アカデミアやベンチャー
が数十万の多様な化合
物を揃えることは資金
的に無理であり、また、
同じようなものを複数で
所有することは無駄で
ある。本研究で進めて
いる化合物ライブラリを
充実させて多くのアカデ
ミアやベンチャーが活用
することにより、日本の
研究資源を使った創薬
力の向上に資すること
になる。そして、これら
の研究機関が日本の製
薬企業にとってはオー
プンイノベーションの対
象になると考えられる。

日本のアカデミアやベ
ンチャーでは良い研究
をしているところが多い
が、研究に留まり、その
活用が不十分である。
特に、創薬に結びつけ
るためには、化合物資
源やコンピュータ資源
が不足している。研究
者の層も薄いので、
様々な研究のノウハウ
が必要とする創薬を成
し遂げるためには制御
部門のような研究支援
が必要である。

3940 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

素粒子・原子核、物質
生命科学にまたがる基
礎学術研究から産業応
用にわたり、我が国が
間違いなく今後世界をリ
ードすることを保障する
複合領域実験施設であ
る。国際共同実験施設

特に、ハドロン物理のた
めの実験ホールの拡
張、核変換研究のため
の線形加速器増強等、
当初計画より積み残し
ている施設を早急に完
成し、国際社会の中で
の当該分野における我
が国の優位性を休暇す
るとともに国際的責任を
果たすことが必要であ
る。また、本施設が国際
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等） でもあり、当初計画に則
って推進することが、国
際的にも求められる。

学術センターとしての大
きな役割を持つことを再
認識し、積極的にその
機能を生かして国際社
会に貢献することが求
められる。

3941

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

産業化まで計画段階で
見える研究だけでなく、
基礎的な研究にも予算
処置すべき

目の前の結果のみにこ
だわって、基礎がおろそ
かになっている様子が
見える

3942

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

博士号取得後の研究者
のキャリアデザインとし
てテニュアトラック制度
の推進に賛成する。

博士号取得後、一般的
には任期無しの職を得
る前に数年以上任期有
りの職に就きポスドクと
いう立場になるが、テニ
ュアトラックのように制
度として確立させること
で、大学院の学生と研
究機関の研究者の間に
ある立場の曖昧さを解
消することができる。ま
た博士号取得者の就職
口の拡大にもなるた
め、いわゆるポスドク問
題の解消にもつながる
といえる。

3943

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

ビームエネルギーの増
大とともに、高エネルギ
ー物理実験は大規模化
の一途をたどってきた。
しかし、我が国のBファ
クトリーは大規模化一
辺倒ではない、ルミノシ
ティの増強という独創的
な方法で他国をリードす
る大きな成果を残してき
た。この方向性を推し進
めることで大強度電子
陽電子衝突型加速器技
術で他国を大きくリード
することができ、またそ
こから得られる物理学
的研究成果は世界に先
駆けたものになるだろ
う。

世界で唯一の高エネル
ギー物理実験施設を我
が国で建設することは、
世界に先駆けて加速器
科学的および物理学的
成果を挙げられるだけ
でなく、２次的な社会効
果ももたらす。このよう
なオンリーワンの実験
施設には世界中から研
究者が集まり、そこで知
識や技術の交流が行わ
れる。また、このような
巨大プロジェクトでは雇
用も生まれ、若手研究
者が継続的に研究が行
えることになる。国際的
交流のさかんな場での
研究活動は、若手研究
者の人材育成にもな
る。このような人材は我
が国の科学技術を将来
的に支えることになるだ
ろう。

安価な重質油の処理が
可能になれば、国際競
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3944
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発  

このまま
推進す
べき

石油の有効利用を進め
ることは，国際競争力
確保のために重要であ
り、このまま推進すべき
施策である。

争力が強くなると考えら
れる。新エネルギーの
開発も重要であるが、
今後百年、ガソリンや化
学品などの製造は、や
はり石油系に頼らざる
を得ない。中国などに
建ち始めた新規製油所
に比べ、わが国の製油
所は重質油の軽質化プ
ロセスが少ない。将来、
競争力がなければ、わ
が国の化学、石油産業
は立ち行かなくなる可
能性がある。そのため、
エネルギーセキュリティ
ーという観点からも上記
施策は必要と考えられ
る。

3945

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24105
先端的低炭
素化技術開
発

このまま
推進す
べき

低炭素化技術つまり、
省エネルギー技術、電
力輸送技術、自然エネ
ルギー技術は、自国で
十分なエネルギー資源
を持たない我が国の命
運を握る最重点で強化
すべき技術分野であ
り、決して２番以下であ
ることは許されない技術
課題である。是非とも、
長期的視野に立って、
目先の実用化を目指さ
ない、ゲームチェンジテ
クノロジーの創出、推進
をサポートするべきであ
る。

自然エネルギー発電と
その効率的輸送を統合
した技術（例えば、ジェ
ネシス計画など）を我が
国の手で実現できれ
ば、ランニングコストが
ほぼ無料で、無尽蔵の
電力（エネルギー）を手
にすることができる。無
料で無尽蔵のエネルギ
ーが手に入れば、レアメ
タルも全てリサイクルし
てしまえば良いので、一
挙にエネルギー問題と
レアメタル問題を解決で
き、更に低炭素社会も
実現できてしまう。エネ
ルギーと資源を持たな
い我が国にとって、全て
を同時に解決する技術
を創出する絶好の機会
であり、そのスタートの
施策として是非とも強力
に推進するべきである。

3946

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界最先端の研究を行
うためには世界最先端
の装置へのアクセスは
確保すべき

ALMAは全世界挙げて
建築している装置であ
り日本だけ加わらない
のはあり得ない

人材育成というのはど

博士課程に進む上で重
大な選択を迫られること
がある。そのひとつが、
経済的な問題である。
有能にも関わらず経済
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3947

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

の分野においても重要
なことである。この施策
は基礎科学における人
材育成を推進している
もので、将来の日本の
科学技術の発展を担う
人材を育成しているとい
う点で、なくてはならな
いものである。

的な事情で博士課程に
進まなかった人を何人
も見てきた。この施策は
そのような人達を研究
者の道に進ませるとい
う意味でも大変意義が
あると思う。優秀な人材
を確保し、基礎科学の
裾野を広げるというの
は、将来の国益にもつ
ながる、重要な国策で
あると考える。

3948
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

このまま推進させない
と、太陽電池など先端
技術のシェアを他国に
取られてしまう。この技
術は、国家レベルで開
発しないと企業だけで
は、情報、人、金、が集
まらない。

すでに世界に遅れてい
ることは、展示会で判明
している 
展示会に人が来ない。

3949
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

本事業は、地域の産学
官連携による科学技術
の振興を通じて、大学
の社会貢献と産業の振
興を目指すものであり、
ぜひとも継続する必要
があると考えます。

地域の産学官の資源を
最大限活用して、イノベ
ーションを興していくこと
は、地域産業の振興と
日本の国際競争力向上
に不可欠と考えます。
当地域においても、ナノ
技術を低炭素社会実現
に活かす研究開発やヘ
ルスケアデバイスの開
発を進めて、成果を上
げてきております。事業
の効果的な推進のため
に、自己評価及び文部
科学省による評価のシ
ステムが有効に機能し
ていると考えておりま
す。地域の活性化と新
事業展開のために、ぜ
ひ本事業を継続して頂
くようお願いします。

3950

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

研究のために様々な知
識・ツールを入手するに
は、 
やはりそれに対する収
入がないと出来ないこと
も多々あります。 
そのためには、院生の
研究推進のためのバッ
クアップは極めて重要
な要素と考えられる。

研究に必要であるが、
研究室の経費では購入
できないものは実費で
買うしかありません。ま
たそれが研究のためで
あることが大半であり、
学費や生活費以外に研
究のために使用できる
収入があることは、院生
のモチベーションを上げ
る一つの要因になるの
で、是非ともこのままこ
のプロジェクトを推進し
ていただきたい。

自分はこの施策のもと
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3951

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

科学技術で日本が世界
をリードするためには、
科学技術の研究奨励お
よび次世代を担う若手
研究者の育成が必要不
可欠である。本施策に
より大学院生の金銭的
な負担が減り、さらに高
度な内容の教育を受け
られるようになった。こ
の施策が今後も継続さ
れることにより、より長
期的な視野での教育お
よび研究が可能にな
る。本施策の結果・成果
が見えてくるのはまだま
だこれからであり、今後
も事業を継続して強固
な技術立国日本の基盤
を作るべきである。

研究に従事する博士課
程の大学院生である。
修士課程の段階でこの
事業が始まったが、予
想以上の内容であっ
た。例えば、殆どの学生
が、強制されていない
にもかかわらず、修士
論文の執筆および発表
を英語で行うようになっ
た。人材育成の一環と
して英語教育があった
が、その教育内容が授
業を超えてこのように学
生の意欲を刺激したの
である。予算で与えられ
た事業以上のことがこ
の施策により実現して
いる。是非今後も継続し
意欲のある学生を支援
して欲しい。

3952

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

人間や宇宙の根源であ
る素粒子を対象とした
研究を推進する事は、
基礎科学発展のために
欠かせないと考えます。
中でも、Bファクトリー加
速器の高度化は、日本
が世界をリードして素粒
子の研究を発展させる
上で非常に重要だと思
います。Bファクトリー加
速器の高度化は、これ
までの知識を超えた新
しい物理法則の探求を
する上で非常に多くの
情報をもたらすと考えら
れており、多くの資金を
投入し全力で推進すべ
き課題だと思います。

Bファクトリー加速器を
用いた精密研究の成果
は、小林・益川両氏のノ
ーベル賞受賞のための
直接的貢献をしました。
また、多岐に渡る解析
によって、現在の素粒
子像では説明がつかな
い現象が存在すること
を示しつつあります。こ
れまでに積み上げられ
た日本の加速器技術を
存分に発揮し、超精密
測定によって未発見の
新しい物理法則を探求
することで、日本の教育
や文化のレベルを上
げ、世界における日本
の存在感を持ち上げら
れると考えます。

3953

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は研究遂行の上
でもっとも基本的で重要
な補助金である。 
最近は応用的な志向が
強いプロジェクト型の研
究費が多くあるが 
基礎的な研究なくしてい
きなり応用はありえな
い。これをサポート 
する研究費は削減して
はならない。

基礎的な研究は極めて
重要であり、科研費はこ
の研究を 
サポートするもっとも重
要な研究費である。こ
のような 
性格の研究費は削減し
てはならないと思う。

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部 私立大学等 このまま

研究、これからの日本
の発展を支えるのは、
日本の大学生のほとん
どが所属している私立

一部の国立大学に研究
資金が集中しすぎてい
るが、社会に出て一般
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3954

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24146

研究設備等
整備費補助

推進す
べき

大学を卒業した若者で
あるので、社会に貢献
できる学生を育てること
ができる

企業へ就職する人材に
こそ最先端の研究を味
わって社会に貢献して
もらう必要がある

3955
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

国際的に優位性を持っ
ている科学技術の研究
開発・イノベーションの
創出は、国際社会にお
ける日本という国家の
存在意義そのものに関
わる極めて重要な分野
であり、裾野を支える地
域インフラ整備を着実
にかつ合理的に推進す
るために必要なのは、ヒ
トの育成と繋がりである
と考えます。関係府省
の施策を総動員するこ
とで人材が定着し成果
実現がいっそう加速す
ると考えます。

科学技術・研究が国際
的優位性の確立、維持
の基盤であり、地域経
済の要である地域の大
学を核とした政策は、地
方にとって文字通りライ
フラインであり、それを
支えるのは研究に携わ
る人材・プレイヤーであ
ると確信しておりますの
で、積極的に推進すべ
きだと考えます。

3956

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

本施策は、胚発生時に
おける器官の構築原
理、生体再生に関する
制御システムの解明を
目指すものであり、基礎
生物学の発展はもとよ
り再生医療の基盤技術
の飛躍的な発展が期待
できる。これまでにも、
LIFとよばれるタンパク
質がOct3/4等の転写
因子を制御し多能性を
維持する仕組みを解明
するなど学術的意義の
大きい成果を幾つもあ
げており、今後も推進す
べきである。

推進すべき理由は、再
生医療が次世代医療の
中核となる分野である
からである。世界市場
の規模も莫大であり、
我が国はその技術開発
に選択的、集中的な投
資を行うことで、基盤技
術の知財を世界に先駆
けて確保すべきである。
そのためには、本施策
のような将来性が高く、
着実に成果をあげてい
るプロジェクトを優先的
に推進するのが肝要と
いえる。

3957

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24003

(独)海洋研究
開発機構運
営費交付金
「海洋資源・
エネルギー
の探査・活用
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

今世紀はまさに海洋の
時代である。海洋域は
全地球表面積の７割を
占めており、その表層
から地下深部にわたっ
て存在するエネルギー
および金属・非金属資
源は、これまでの予想
を越えて膨大なもので
あることがわかりつつあ
る。また、メタンハイドレ
ートやレアメタルなどの
有用物質の形成蓄積
に、地下生命圏におけ
る微生物の関与もまた
明らかになりつつあっ
て、各国にさきがけて海
洋底の実体を明らかに

海洋研究開発機構は、
最先端技術がつめこま
れている深海掘削船
「ちきゅう」や各種潜水
艇を擁し、そして国際的
に活躍している専門家
集団を抱えている。これ
ら研究設備機器類と人
材の高度な有効活用を
図るとともに、さらに革
新的な技術の開発を目
指すためには、海洋研
究開発機構へ投資する
のがもっとも効果的であ
り、かつ効率的である。
ここに推薦するのは、ほ
かに同様な内容を実践
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することが我が国の急
務である。

できる研究組織は存在
しないからである。

3958

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

日本の科学技術の発展
のためには小学校中学
校からの底上げが必要
である。せめて科学技
術の重要性を理解して
いる人材が必要。

日本の学校教員のほと
んどが文系出身で、科
学技術がどのように使
われているのかなど理
解に乏しいものがよく見
受けられる

3959

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本の加速器による基
礎科学研究は世界の最
先端を走っており、今後
も積極的に推進すべき
である。特に、幅広い分
野の科学研究や産業界
の応用研究開発を世界
最先端レベルで推進で
きる本施策は重点的に
推進するべきである。

J-PARCによるニュート
リノ研究は素粒子物理
学において新しい知見
をもたらす、世界最先端
の研究である。また、J-
PARCにより供給される
粒子ビームは素粒子・
原子核研究に欠くべか
らざる重要な研究基盤
となる。ミューオン・中性
子科学は素粒子・原子
核物理のみならず、産
業界の研究開発基盤と
して大きな貢献が期待
出来る。したがって、日
本の科学技術を支える
基盤事業として優先的
に推進すべきである。

3960
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27119

革新型蓄電
池先端科学
基礎研究事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

達成目標に対し最も必
要なのは、徹底した電
池新概念や電池用新材
料の開発である。”電池
反応メカニズムの解明”
や”世界最高レベルの
測定・解析技術”ではな
い。今ある電池の現象
解明により可能となる
のは、改良型蓄電池に
過ぎないと考える。もち
ろんそれだけでも価値
のあることは理解できる
が、目標との乖離は明
確と思う。改良研究や
解析研究に分類される
ものを積み重ねるので
はなく、電池研究者以
外の固体物理・材料化
学の理学系専門研究者
をもっと巻き込んだ、技
術的体系を破壊するよ
うな「破壊的技術・材
料」開発の取り組みの
推進が必要である。

高額な機材費および人
件費が計上され、”世界
最高レベルの測定・解
析技術を駆使した電池
反応メカニズムの解明”
が中心事業となってい
るが、”現行技術水準の
７倍のエネルギー密度”
の革新型蓄電池に結び
つくストーリーが理解で
きない。現在のリチウム
イオン電池の発明にお
いては、1979年
Goodenough教授と当時
留学中であった水島公
一が、リチウムイオンを
吸収・放出するリチウム
コバルト酸化物
(LixCoO2)が電池陽極と
して活用可能であること
を示したことが技術的
土台となり、この技術の
延長が現在でも継続し
ている。すなわち「破壊
的技術・材料」は簡単に
は登場しないが、登場
すればその後の世界を
継続的に支配できるこ
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とを示している。これは
熱電変換，超伝導の分
野と同様である。

3961
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

化学原料を主体とした
製品郡からの脱却が可
能なら、二酸化炭素の
削減や石油消費量を抑
制することが可能とな
り、非常に良い研究テ
ーマであると思う。 
また植物や微生物から
原料を取り出し、新しい
ポリマーを作るバイオポ
リマーは環境にも良い
と思う。 

今後石油が無くなること
は世界的にも言われて
おり、無くなる寸前から
検討を始めたのでは開
発が間に合わなかった
場合は、想像もつかな
いほど大変な世の中に
なると思われる。また二
酸化炭素の削減も世界
的に重要な課題である
ので、世界に先駆けた
技術を早々に確立する
研究は日本のみならず
世界的に非常に良いこ
とだと思うため。

3962

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムは特に大き
な成果が継続して出て
おり、このまま推進する
ことで日本の生命科学
の揺るぎない基盤がで
きると期待される。

医学薬学研究におい
て、創薬ターゲットとし
てのタンパク質の構造
機能解析は必須かつ最
重要なポイント。

3963

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学での基礎研究にお
いても、また企業での商
品開発研究において
も、イノベーションには
博士課程を修了した人
材の活躍が欠かせな
い。日本は、「失われた
１０年」が「失われた２０
年」となりつつあるが、
今のままでは復活は難
しい。再び経済成長軌
道を描けるようにするた
めに、博士人材の育
成、雇用拡大という好
循環を目指すこの施策
は、絶対に必要である
と思う。

大学は今までも、優秀
な博士人材を数多く養
成してきた。しかしなが
ら、就職難の問題が、マ
スコミなどで言われてい
るほどではないが、一
部に存在することも事
実である。この施策は、
産官学のオールジャパ
ン体制をとることとして
おり、今まで以上に大
学と企業の距離が近く
なるという効果も期待さ
れる。

3964

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

国際的学術交流は、我
が国の安全保障にとっ
ても、目に見えないなが
ら大きな役割を担って
いる。ややもすると、島
国にこもりがちな日本
人の精神状況を地に足
をつけて改善し、国際
社会での基盤作りを推
進するために必須の施
策である。学術分野で
世界をリードするために
も、本施策のさらなる拡

本質的にグローバルに
推進されることが多い
学術研研究活動に具体
的基礎をおいた、草の
根的また継続的国際交
流の大幅な拡充強化
は、その未来を人的資
源に頼る我が国にとっ
ては、必須の施策であ
る。特に、近年の若者
のその中で、個別学術
交流とともに若手研究
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充強化は、我が国の基
本的方針であるべき
だ。

者の交流を促進する施
策が推進されることが
ますます重要である。

3965

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 大学等は、我が国の
教育及び学術研究の根
幹を支えるものであり、
将来にわたる社会の発
展の基盤構築に寄与す
べきものとして、国際的
な魅力を発揮し、地の
拠点としての役割を果
たしていくことが期待さ
れている。 
 その中でも国立大学
法人等は創造性豊かな
人材育成に寄与すると
ともに、独創的・先端的
な学術研究を推進する
など、我が国の高等教
育と学術研究の中核を
担っていく必要がある。 

 このように、国立大学
法人等の施設は、高度
化・多様化している教育
研究活動の展開を図っ
ていく上で極めて重要
な役割を担っている。し
かしながら、施設の老
朽化・狭隘化が著しく、
また、地震国日本にお
いては、耐震化を推進
し安全・安心な施設を提
供するすることが国民
に対する責務である。 
 よって適切な予算措
置と継続的に整備して
いくことが必要不可欠で
ある。 

3966

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

このような研究プログラ
ムを通じて、若手の人
材が育ってきた。 
今後もこれら若手研究
者が自立できるような
支援が必要であること 

グローバルCOEでは研
究はもちろん重要であ
るが若手育成、 
大学院生育成も極めて
重要である。日本の現
状では博士課程の 
大学院生が研究の中心
であり、彼らが研究・勉
学に集中できるような制
度づくりが大切である。
さらにその上の若手研
究者への 
サポートも大切である。

3967

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

博士課程学生の研究環
境を充実させることは、
次代の研究者を育てる
ためにも重要である。特
別奨励研究事業はそれ
を実現するために最も
効果的な方法であり、
今後も推進すべきであ
る。

資源の少ない日本にと
って、科学技術は世界
と渡り合うための最も重
要な武器の一つであ
り、ここで手を抜いては
ならない。日本の科学
技術は第一線の研究者
が牽引しているが、そ
の中における博士課程
学生の役割は非常に大
きい。博士課程学生の
研究環境を充実させる
ことは、日本の科学技
術分野の底上げにつな
がる。

大学・
公的

科学研究のなかでも、
ライフサイエンス研究は
国民の健康に直接・間
接に役立つ重要な分野
である。諸外国の状況、
特に中国やシンガポー
ルのライフサイエンス分

創薬などの応用研究に
限らず、ライフサイエン
ス分野の基礎研究にお
いても、タンパク質の構
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3968

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

野への莫大な資金・人
材投入をみていると、今
のような無策、あるいは
衆愚政治を続けている
と、日本の将来に深い
禍根を遺すと感じざるを
得ない。財源が限られ
ている以上、本施策の
ような重要施策に重点
的に配分を行うべきで
ある。

造情報が研究の出発
点・基盤となる時代に突
入している。日本は
SPring8やphoton 
factoryなどの施設基盤
を始めとして、世界の先
導的役割を果たしてい
る分野である。

3969

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソースの収集を
これまで以上に拡大し
て推進すべきである。

バイオリソースはライフ
イノベーション研究の最
も基盤となる資源であ
り、ライフイノベーション
研究を推進する為に
は、諸外国よりもより多
くの資源を確保する必
要がある。また、日本は
バイオリソース収集で
は、世界の先端を走っ
ている。

3970

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

 テニュアトラック制度
は、若手研究者の研究
者・教育者としての出発
点となる重要な期間を、
研究費や時間の面でサ
ポートし能力向上を行う
ものです。 
 本制度は今後の日本
の大学教員の研究レベ
ル・教育水準の向上に
直結するものですの
で、推進すべきです。

 テニュアトラック制度
は、優れたポスドク研究
員を採用し、大学教員
の出発点となる期間
に、研究・教育の能力を
伸ばすものです。 
 逆に、この大事な期間
に、大量の学務や講義
に忙殺されて能力を十
分に開花できなけれ
ば、優秀な人材を一人
失うことになります。 
 若手教員を適切にサ
ポートし、今後の大学の
研究・教育水準は向上
させるためにもテニュア
トラック制度の定着が必
要です。

3971

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本に於ける基礎科
学、素粒子分野での基
幹プロジェクトであり、
ぜひとも推進すべき。

基礎科学の推進は本来
の純粋科学の成果のみ
ならず、インターネット
が素粒子研究所のスタ
ッフにより開発された様
に、幅広い分野の科学
技術の発展に寄与す
る。日本が将来に向け
て発展するためには、
ぜひとも推進するべき
である。

大学・
公的
研究 次世代印刷

メートル級の電子素子
というのは現在実現さ
れていない技術であり、

ユビキタス社会は今後
のより安全・安心で便利
な社会環境を創生する
うえで欠かせない技術
だと考えます。それを実
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3972

機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27007

エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤 このまま

推進す
べき

達成されるとユビキタス
社会の実現に向けて大
きく前進する、大変素晴
らしい技術であると思い
ます。このまま推進す
べきだと思います。 

現するうえで本施策は
必要であると感じます。
また、グリーンテクノロ
ジーという点も環境問
題に配慮した非常に重
要な技術であると思い
ます。

3973
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー実験につ
いて積極的に援助を行
うとともに、民間へフィ
ードバックを行うような
機会を設ける必要があ
る。

Bファクトリー実験は日
本が世界に誇る国際的
な巨大加速器プロジェ
クトであり、その支援を
行うことは国際社会へ
貢献すること、日本の学
者を育てることにつなが
ると考える。

3974

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムは、これまで
の機能解析と技術開発
をふまえ、立体構造解
析がさらに大きく飛躍す
ることが期待される局
面にあり、推進すべきと
考えます。

タンパク質の立体構造
解析は、創薬開発など
我々の生活への貢献が
高い一方で、資金が必
要である。我が国での
立体構造解析分野水準
を世界レベルで維持す
るためには、支援が必
須と考える。

3975

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠であると思われ
ます。

組織的な教育研究の充
実を促すためには、現
在の独自の努力では困
難な場合が多いと思わ
れます。

3976
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20115
先端ICT技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

テラヘルツ波の産業応
用に関して、日本の得
意とする光学材料（結
晶）・超高速光半導体デ
バイス技術、分光計測
等の光計測技術等を基
盤とする本研究の達成
目標であるところの「リ
アルタイム計測による
非破壊非接触センサ・
イメージングの実現」
は、世界的に見た技術
動向、社会的ニーズか
ら非常に時宜を得た、
優位性の獲得が期待で
きる基盤技術開発であ
り、優先重点的に取組
む必要があると考えま

テラヘルツ波利用はこ
れまでの物性研究から
産業応用に向けた研究
が進められており、西欧
ではレーザ・高周波無
線技術を活用した医
療、通信応用分野、米
国（DARPA）では超高
速エレクトロニクス開発
による航空分野等での
大容量通信、テロ対策
セキュリティ分野での物
質同定の研究開発が特
筆される。 その中で、
テラヘルツ波の物質透
過性と物質との相互作
用性等の特異性による
ところの非破壊非接触
センシング性を最大限
に引き出し、その高速リ
アルタイム化とその先
のきめ細かな大画面化
（イメージング）を実現す
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す。 ること（本研究の目標）
は、テラヘルツ波の産
業応用に関してきわめ
て汎用性の高い強固な
基盤技術を確立するも
のと考えます。

3977

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

その他

膜たんぱく質およびそ
の阻害剤の計算機ドッ
キングシミュレーション
と、膜たんぱく質の電子
顕微鏡構造解析との対
応研究の継続を要望い
たします。

私はmyPrestoを用い
た、膜たんぱく質および
その阻害剤の計算機シ
ミュレーションを行って
います。現在までに、計
算機シミュレーションの
手法をほぼ確立し、シミ
ュレーション・データも整
いつつあります。今後、
実験との対応を予定し
ており、対応結果を論
文にまとめて、来年度
中に投稿発表予定で
す。そのため、少なくと
も来年度１年間の研究
継続を切望しておりま
す。もし継続されなけれ
ば、これまで約２年間取
り組んで得られた現在
までの成果の発表機会
を失い、２年間の取り組
みは、すべて無駄にな
ってしまいます。

3978

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大 学
院教育改革
推進プログラ
ム 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を増額した上で積
極的に推進すべきであ
ると考える。

大学院の教育の充実は
特定の分野やプロジェ
クトについてのみ行うの
ではなく、専攻全体での
底上げを行うことが重
要であると考える。

3979

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

世界水準の研究を推進
し、国際感覚を備えた
研究者を育成する上
で、学術国際交流への
継続的支援は必要不可
欠である。

諸外国との共同研究を
含む世界最高水準の研
究を行い、国際社会で
通用する人材を育成す
る為には、多様な価値
観を持つ人々と交流す
る機会を持つことが重
要であるから。

大学・
公的
研究 感染症研究

感染症は人類の脅威で
あり、対策の手を緩める
と大きな影響を受けるこ
とは、最近の新型インフ
ルエンザや口蹄疫の例
を見ても明らかである。
人間社会がグローバル
化している中、感染症も
グローバル化している。
外国で発生した新手の

前世紀の中ごろ、抗生
物質やワクチンの開発
により人類は感染症を
克服したと考えられて、
米国では感染症研究に
関わる予算や人員を削
減した。しかし現実には
感染症の種類は増えて
おり、現在その「しっぺ
返し」を受けている状態
である。予算や人員の
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3980

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

ウイルスが、いつ日本
に侵入するかもしれな
い。1つの国だけで感染
症対策は不可能であ
り、他国と協力して進め
るべき性格のものであ
る。感染症研究国際ネ
ットワーク推進プログラ
ムは、日本国民の安
全･安心を守るための、
適切な文部科学省の施
策と考える。

削減により、感染症教
育を十分に受けた人が
多く育たず、対応が遅
れたためといわれてい
る。次世代の感染症研
究を担う若手を育てな
ければ、やがて人類は
感染症に負けるであろ
う。その教育は、流行国
を含めて行うべきもので
あり、そして厚生労働省
ではなく文部科学省の
主導で行うべきである。

3981

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

研究推進のためには、
ハードだけでなく、人員
の確保も必要不可欠で
ある。人員確保のため
には、主要サイトである
六ヶ所の特性を考える
と、研究者の生活環境
を重視した施策が必要
であり、そのための増
額も検討すべきである。

核融合エネルギーは、
二酸化炭素排出削減に
よる温暖化防止を実現
するために、さらには、
将来予想される化石燃
料やウランなどの資源
の枯渇によるエネルギ
ー不足を避けるために
も、必要不可欠なもの
であり、その実現を急ぐ
必要がある。

3982

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

ノーベル賞受賞に関与
し、日本が世界に誇れ
る加速器をこのまま使
用しないというのは非常
にもったいない。加速器
の性能を上げる事で新
たな物理現象の探求も
可能となるのであれば
是非推進すべきであ
る。

日本国内で世界と対等
に研究できる施設は非
常に少なく、優秀な人材
は海外に流出する傾向
があると思われる。これ
を抑制する為には、日
本にある世界一流の施
設で若手研究者を育成
する機会が必要であ
る。このような状況の中
でBファクトリー加速器
は世界最高性能を目指
し、加速器分野の研究
者を育成すると共に、物
理分野でも新たな物理
現象を探求し世界的に
も優れた研究成果を残
せると考えられる。

3983

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を拡
充すべきである．

科学研究費補助金は，
将来の日本国を創造す
るための投資であると
考えます．ある研究が，
将来どのように社会に
役立つのか，誰も予測
することはできません．
長期的な視座に立って
研究を継続できるよう，
資金の拡充をお願いい
たします．特に，科学教
育に関する研究は，日
本国にとって有意義と
考えますので拡充を希
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望します．短期間（5年
以内）に成果を出すこと
が難しい領域ですの
で，長期的なプロジェク
トが可能となるような配
慮を希望します．

3984
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業はこれから
日本で最も成長が見込
める重要な産業かと思
います。 
このまま推進すべきで
ある。

これからの成長産業だ
からです。 

3985

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術分野を牽引す
る研究機関研究者の活
動を停滞させないため
に科学研究費補助金事
業は推進すべきであ
る。

研究機関に所属する研
究者にとって、科学研
究費補助金は研究活動
を支える重要な一要素
である。資源の少ない
日本にとって科学技術
は世界と渡り合うため
の手段としても非常に
重要である。

3986

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策推
進の実用技
術開発

このまま
推進す
べき

生物資源は人間生命存
続の基盤である。その
活用はエネルギー節約
的であり、環境への負
荷が小さい。微生物資
源を利用して木材資源
の一部を食糧や飼料に
利用することも重要課
題である。

世界の人口増加と気象
変動のため食糧不足と
なる。

3987
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業は日本の成
長産業として大いに期
待できる

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスであり、日本の国
際競争力を考えれば大
変重要な産業として今
後も伸ばしていくべき。

3988

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

先端加速器による基礎
科学の探索は実利には
結びつかないが、人類
の知識の蓄積という点
で大きな意味を持つ。
J-PARCは世界最高の
性能をもった加速器で
あるため、この加速器を
用いた実験から得られ
る結果も、世界をリード
したものになるのは間
違いない。積極的に投
資し、世界に誇れる施
設にするべきである。

過去の科学技術の発展
を見ても明らかなよう
に、基礎科学的な理解
があったからこそ生み
出され、実用化された
技術は多い。その意味
でも、人類の共通財産
である「知識」を蓄積す
ることによって、日本が
世界に与える影響は多
大なものになる。日本
が世界でリーダーシップ
を発揮する上で、J-
PARCを成功させること
は非常に重要であると
考えられる。

現在、市販されているＬ
ＥＤ照明に使われてい
るＬＥＤ素子は、サファイ 現在、市販されているＬ
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3989
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

ア基板の上にインジウ
ム・ガリウムナイトライド
（ＩｎＧａＮ系を結晶成長
させたものが主流であ
る。 
その性能を上げる為
（高効率で高演色性に
する）には、ＧａＮ基板が
不可欠であるが、現在
の製造方法では、高価
で品質も安定していな
いと思われる。ＧａＮ基
板の製造方法を開発す
ることが、当該分野にお
ける日本の国際競争力
を強固にするものと考
えられるので、当該施
策を推進して欲しい。

ＥＤ電球（サファイア基
板）は、白熱電球と比較
して、約１／１０～１／８
の省電力であると思わ
れるが、その基板をＧａ
Ｎ基板に変えることによ
り、更なる省電力化（約
１／３）が計れる。それ
によって、ＣＯ２排出量
の削減にも寄与するの
で、ＧａＮ基板の製造方
法を確立することが、ひ
いては、地球温暖化対
策に大いに貢献するも
のであるから。

3990
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、研究者が移
動したり、定年退職をし
た場合、多くの自分の
研究に開発したミュータ
ントなどの研究用重要
な株の保存で大変重要
役割を果たしてきまし
た。世界のサイエンスコ
ミュニテイーに貢献して
いるわが国の誇るべき
事業で、是非継続・発
展させることが必要と思
われます

研究用に収集されたり、
作成された変異株、遺
伝子操作で作成された
特殊な株や組換え体、
遺伝子など、作成者や
保存者が移動したり定
年退職すると、管理す
るものがいなくなる場合
が多く、大切なバイオリ
ソースが失われる場合
が多い。またこれ等の
貴重な研究資源を保存
しリクエストに対応して、
送付することは研究者
にとって大変な負担で
ある。これ等の仕事を
代行するセンターを、各
モデル生物の専門家の
指導、監督の下で設置
してあることは誠に適切
な制度である。 私も現
役の時代に作成した、
酵母のミュータントを酵
母のリソースセンターに
寄託し、世界の多くの研
究者に活用してもらって
いる

大学・

グローバルCOEプログ
ラムによる博士後期過
程の学生が生活に困る
ことなく研究するために
必要です。修士課程で
卒業せず,博士課程に
進学し就職することは
困難です。修士課程で
卒業したほうが就職の
可能性は大きいです。
例え東大生でも博士課

就職がいい修士課程で
卒業するほうが道が多
いです。そのため博士
課程に進学する人は少
なくなります。また、博
士課程に進学しても就
職は修士課程に比べて
道は狭く、厳しいです。 
絶対的不利になる博士
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3991

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

程に進めば、ある特定
の企業、学者しか道は
ありません。そんな中、
博士課程に進む人はた
とえ、研究していく力が
あっても、生活ができな
い博士課程に進むとい
う人はごくわずかです。
また、博士過程に行く
と、授業料が発生し、生
活費も自分で稼ぐとな
ると研究はおろそかに
なり、いい研究結果をだ
す確立がへっていきま
す。この状況を覆すた
めにもこの施策は重要
です。

課程に行く人はほとん
どいません。東大では4
割、他の大学だと1-2割
いけばいいくらいしか博
士課程に行く人はいま
せん。それでも研究をし
たい体と思います。そこ
に授業料が発生し、生
活費も自分で稼ぐとな
ると研究はおろそかに
なり、いい研究結果をだ
す確立がへっていくた
め、この施策は絶対必
要です。 

3992
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27003

新エネルギ
ー系統対策
蓄電システム
技術開発

このまま
推進す
べき

本分野のニーズはある
ものの、価格が高く、実
行できない現状にある。
価格低減のための取り
組みは大いに進めて欲
しい。

目標価格はリーゾナブ
ルに思う。

3993
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

わが国の通信機器産業
の発展に欠かせない技
術であり、この技術予算
は確保すべきと考える. 

現在、クラウドサービス
の本格展開や新世代の
ネットワーク技術開発に
向け、全世界的に新世
代ネットワークの研究開
発が盛んに行われてお
り、わが国の通信技術
および通信機器産業の
発展に向け、広域ネット
ワークにおいて新技術
を検証できるテストベッ
トは必要不可欠なもの
で、その意義は大きい。

3994

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の学術研究を支え
る競争的資金の基本と
して、発展的に継続す
るべきである。

人文・社会科学から自
然科学まで全ての分野
にわたり、基礎から応
用までのあらゆる学問
の最先端研究を支えて
きたことは論じるまでも
なく、公募、審査の過程
も透明度が高いレビュ
ーにより行われており、
公正に学問の進展に寄
与する資金として役立
てられる仕組みが整っ
ているから。

3995

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の科学技術研究を
下支えする施策として、
今後一層の拡充を求め
る。削減には強く反対。

競争的な大型資金はも
ちろん必要だが、底辺
を広げ層を厚くするため
の持続的予算を拡充す
べきである。時流に乗っ
た派手な研究ばかりに
目がいかないように留
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等） 意してほしい。

3996
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

 地域が自立した経済
活動を行うためには，
地域の特色を活かした
産業を軸として，関連企
業を地域に集積させる
などの連続性を有した
取組が必要である。 
 そのためには，産学
官が連携し、大学の研
究成果によるイノベーシ
ョンを創出し続けること
が重要である。 
 その実現のため「地域
イノベーションクラスタ
ープログラム」は必要不
可欠なものであり，高い
優先度で判定してほし
い。 

 地方自治体では，大
学を対象とした科学技
術関連予算がほとんど
なく，また，企業の研究
開発に対する支援が十
分とは言えない。 
 さらには，企業が大学
と共同研究をして新しい
事業を興すためには莫
大な資金が必要である
が，地方に多くある中小
企業にとっては負担が
大きすぎる。 
 そのため，本事業のよ
うに，地域の持続的なイ
ノベーションを創出する
体制づくりに向けた動
機付けとなる国の支援
を地方では必要として
いる。 

3997

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

増額して推進すべきで
ある

地方経済が地盤沈下す
る中で、大学研究機関
等のシーズを活用、実
用化することで産業の
振興と雇用創出に繋が
ると思う

3998

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

ヒアリング資料にある基
盤研究(C)、若手研究の
拡充は、日本が科学技
術立国であり続けるた
めにも必要不可欠であ
り、概算要求どおり推進
されるべきである。

科学研究費補助金は、
研究者のボトムアップに
よる研究を支えており、
最先端科学の礎をつく
るものである。また、近
年、大学等の研究機関
では予算不足が深刻で
あり、科学研究費補助
金は、その不足分を埋
める意味でも大変重要
である。

3999

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発 

このまま
推進す
べき

実用化をめざしおおい
に推進すべき。

特に放射光、電子、ミュ
オン、中性子、イオンな
どのビームを利用する
量子ビーム技術は開発
項目も多いが、その成
果によって新しい科学
技術が発展し、日本が
目指す技術立国の中核
を担う可能性がある。そ
のためには、技術を確
立するまでこのような基
盤技術開発に力を注ぐ
べきである。

大学・
公的

高等教育において自由
な発想と自由な展開を

高等教育において自由
な発想と自由な展開を
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4000

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

求めていくためには私
立大学等の基盤を強化
するためには経常費補
助金の充実が不可欠で
あると考える。 

求めていくためには私
立大学等の基盤を強化
するためには経常費補
助金の充実が不可欠で
あると考える。 
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